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１．決算の概要 

１）概要 

 平成２９年度の全会計（一般会計及び特別会計、公営企業会計）の総決算額は歳入が３

８，４５４，７７２千円、歳出が３７，９４９，３３７千円となりました。また、一般会

計と特別会計等間の繰入金、繰出金等を控除した純計決算額は歳入３６，４３３，９６８

千円、歳出が３５，９２８，５３３千円となりました。 
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会計別決算状況の推移（総計額） （単位：百万円）
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【各年度の金額はP２７参照】
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２）一般会計 

(１)決算収支の状況 

平成２９年度の決算は、歳入が２２，４６７，３０７千円（前年度２１，３３１，１

１１千円）、歳出が２１，８１３，４７２千円（前年度２０，４４６，９１８千円）と

なり、前年度と比較すると、歳入で１，１３６，１９６千円、５．３％の増、歳出では

１，３６６，５５４千円、６．７％の増となりました。 

前年度に比べ歳入では、主なものとして、地方交付税が４６，４５４千円、財産収入

が４６，０４６千円減額となったものの、国庫支出金が３４５，５９０千円、繰越金が

３２０，９７６千円、市税が１６７，１３１千円、市債が１３０，６２０千円増額とな

った結果として５．３％の増となりました。 

歳出では、主なものとして、土木費が１０８，４６９千円、衛生費が７１，１２２千

円の減額となったものの、教育費が６５９，１０９千円、民生費が５１１、２９２千円

の増額となった結果として６．７％の増となりました。 

歳入歳出差引後の形式収支は６５３，８３５千円で前年度８８４，１９３千円に比べ

２３０，３５８千円、２６．１％減少しています。前年度と比較しますと、教育費及び

民生費の増加が大きく影響しています。 

また、平成３０年度に繰越す財源を控除した実質収支額は、５５４，４４３千円とな

り、前年度の７０４，８０５千円に比べ１５０，３６２千円減少しました。 

この実質収支の差額△１５０，３６２千円が単年度収支で、前年度実質収支額が黒字

であったことを考慮すれば、今年度は過去の剰余金を使ったことになります。 

また、単年度収支に黒字要素である財政調整基金積立額を加えた実質単年度収支額に

ついても△１３２，０２０千円となっています。 

 

 
 

 

20,414

20,519

21,358 21,331

22,467

19,640
19,928

20,795

20,447
21,813

738 

549 

502 

705 

554

0

100

200

300

400

500

600

700

800

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

22,500

23,000

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

歳入総額

歳出総額

実質収支

（単位：百万円）

一般会計決算状況の推移



 (２)歳入決算の状況  

①市税（地方税） 

市税の決算額は６，２３９，８３９千円で、前年度６，０７２，７０８千円に比べ１

６７，１３１千円、２．８％の増となりました。 

市民税については３，０６７，３０５千円で、前年度２，９７３，５４４千円に比べ

９３，７６１千円、３．２％の増となりました。個人市民税については転入者の増加等

に伴う納税義務者の増加により前年度比１１０，４７０千円の増となり、法人市民税に

ついては法人税割における課税所得の減少などにより前年度比１６，７０９千円の減と

なりました。 

固定資産税は、２，６９６，２０３千円で前年度２，６１８，９６５千円に比べ７７，

２３８千円、２．９％の増でした。これは主に日蒔野地区を中心とした新築家屋、分譲

マンションの増加によるものです。 

軽自動車税は１３４，３０８千円で、前年度１２６，３０７千円に比べ８，００１千

円、６．３％の増となりました。これは税制改正に伴い新税額適用車輛の増加によるも

のと考えられます。 

市たばこ税については３４２，０２３千円で、前年度３５３，８９２千円に比べ１１，

８６９千円、３．４％の減となりました。 

 

②地方譲与税 

地方譲与税の決算額は１９１，０４０千円で、前年度１９１，３７３千円に比べ３３

３千円、０．２％の減となりました。 

 

③利子割交付金 

利子割交付金の決算額は１１，７４６千円で、前年度６，３５６千円に比べ５，３９

０千円、８４．８％の増となりました。要因としては、市場金利の影響で利子等の支払

額が増加したことで、財源である税収が増加したことが考えられます。 

 

④配当割交付金 

配当割交付金の決算額は３０，４３３千円で、前年度２０，７８１千円に比べ９，６

５２千円、４６．４％の増となりました。要因としては、株式の配当が増加したことで、

財源である税収が増加したことが考えられます。 

 

⑤株式等譲渡所得割交付金 

株式等譲渡所得割交付金の決算額は３２，２４５千円で、前年度１３，８５２千円に

比べ１８，３９３千円、１３２．８％の増となりました。要因としては、株式譲渡益が

増加したことで、財源である税収が増加したことが考えられます。 

 

⑥地方消費税交付金 

地方消費税交付金の決算額は９３８，７９１千円で、前年度８９５，３４７千円に比

べ４３，４４４千円、４．９％の増となりました。要因としては、個人消費等が増加傾

向に推移したことで、財源である税収が増加したことが考えられます。 

 

⑦ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金の決算額は２，４５８千円で、前年度２，６６３千円に比べ２

０５千円、７．７％の減となりました。 



  ゴルフ場利用税交付金は、県税であるゴルフ場利用税の１０分の７を所在市町村に交

付するもので、本市の場合はユーアイゴルフクラブ宗像が対象となっており、宗像市と

は面積按分により交付されています。 

 

⑧自動車取得税交付金 

自動車取得税交付金の決算額は７０，０９７千円で、前年度５０，９４５千円に比べ

１９，１５２千円、３７．６％の増となりました。これは低燃費車への買い替えなどに

より自動車取得数が増加したためと考えられます。 

 

⑨地方特例交付金 

地方特例交付金の決算額は８１，６６５千円で、前年度６７，９７８千円に比べ１３，

６８７千円、２０．１％の増となりました。これは住宅借入金等特別控除者数の増によ

るものです。 

 

⑩地方交付税 

地方交付税の決算額は５，１４１，２２４千円で、前年度５，１８７，６７８千円に

比べ４６，４５４千円、０．９％の減となりました。 

普通交付税は人口の増加により基準財政需要額の伸びはあったものの、市税等の増加

により収入が伸びたことから、４，７３３，９２２千円となり、前年度４，７５８，４

０９千円に比べ２４，４８７千円、０．５％の減となりました。 

特別交付税については４０７，３０２千円で、前年度４２９，２６９千円に比べ２１，

９６７千円、５．１％の減となりました。 

 

⑪交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金の決算額は１２，７７３千円で、前年度１２，０９８千円に

比べ６７５千円、５．６％の増となりました。 

 

⑫分担金及び負担金 

分担金及び負担金の決算額は３４９，７３４千円で、前年度３４２，４５６千円に比

べ７，２７８千円、２．１％の増となりました。 

主な要因としては、前年度と比較して埋蔵文化財発掘調査受託事業負担金が２９，１

６２千円の減となりましたが、保育所保育料が３４，７４０千円の増となったことが挙

げられます。 

 

⑬使用料及び手数料 

使用料及び手数料の決算額は３５６，５３８千円で、前年度３４７，１９５千円に比

べ９，３４３千円、２．７％の増となりました。 

主な要因としては、前年度と比較してじん芥処理手数料が６，８０３千円の増となっ

たことが挙げられます。 

 

⑭国庫支出金 

国庫支出金の決算額は３，９６１，６２６千円で、前年度３，６１６，０３６千円に

比べ３４５，５９０千円、９．６％の増となりました。 

内訳は､国庫負担金が２，９３５，２３２千円で、前年度２，７３５，０３０千円に

比べ２００，２０２千円、７．３％の増、国庫補助金が９９４，２１２千円で、前年度



８４９，９４２千円に比べ１４４，２７０千円、１７．０％の増、委託金が３２，１８

２千円で、前年度３１，０６４千円に比べ１，１１８千円、３．６％の増となりました。 

主な要因としては、国庫負担金については、前年度に比べ保育所運営費に係る子ども

のための教育・保育給付費国庫負担金が６６，７９１千円、児童手当国庫負担金が３３，

０４２千円、障害者自立支援給付費負担金が３７，８７６千円、障害児支援給付費負担

金が１９，７９０千円、それぞれ増額となり、公立学校施設整備費負担金３８，２８９

千円が新たに追加になったことが挙げられます。国庫補助金については、前年度に比べ

社会資本整備総合交付金が１０８，２３４千円、臨時福祉給付金給付事業費補助金が６

９，０００千円、それぞれ減額となったものの、保育所等整備交付金が１６１，００１

千円増額となり、学校施設環境改善交付金８０，２４２千円が新たに追加となったこと

が挙げられます。委託金については、参議院議員通常選挙費委託金１６，２９６千円が

皆減となったものの、衆議院議員通常選挙費委託金１６，７９９千円が新たに追加とな

ったことが挙げられます。 

 

⑮県支出金 

県支出金の決算額は１，５０２，２８５千円で、前年度１，４３９，９７７千円に比

べ６２，３０８千円、４．３％の増となりました。 

内訳は、県負担金が１，０７２，５７６千円で、前年度１，００５，２２７千円に比

べ６７，３４９千円、６．７％の増、県補助金が３３９，０２１千円で、前年度３４７，

２６４千円に比べ８，２４３千円、２．４％の減、委託金が９０，６８８千円で、前年

度８７，４８７千円に比べ３，２０１千円、３．７％の増となりました。 

主な要因としては、県負担金については、前年度に比べ子どものための教育・保育給

付費県費負担金が１８，８７１千円、障害者自立支援給付費負担金が１８，９３８千円、

障害児支援給付費負担金が９，８９５千円それぞれ増額となったことが挙げられます。

県補助金については、前年度に比べ子ども医療費補助金が１８，８６８千円、史跡等保

存整備費補助金が６，６８８千円増額となったものの、前年度にあった地域密着型施設

等整備補助金１０，２９０千円、保育所等整備事業費補助金３６，２２７千円が皆減と

なったことが挙げられます。県委託金については、前年度に比べ県民税徴収取扱事務費

委託金が２，３９６千円増額となったことが挙げられます。 

 

⑯財産収入 

財産収入の決算額は６６，７５７千円で、前年度１１２，８０３千円に比べ４６，０

４６千円、４０．８％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ市有土地売払収入が４７，９６３千円減額となった

ことが挙げられます。 

 

⑰寄附金 

寄附金の決算額は１８，９０１千円で、前年度２０，６５１千円に比べ１，７５０千

円、８．５％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ一般寄付金が９９３千円増額となったものの、ふる

さとづくり寄附金が２，７４３千円減額となったことが挙げられます。 

 

⑱繰入金 

繰入金の決算額は５８３，８７７千円で、前年度５００，３２７千円に比べ８３，５

５０千円、１６．７％の増となりました。 



主な要因としては、前年度に比べ減債基金繰入金が５０，３００千円減額となったも

のの、まちづくり基金繰入金が７５，４６０千円、教育施設建設準備基金繰入金が５６，

１００千円、それぞれ増額となったことが挙げられます。 

 

⑲繰越金 

繰越金の決算額は、８８４，１９３千円で、前年度５６３，２１７千円に比べ３２０，

９７６千円、５７．０％の増となりました。 

 

⑳諸収入 

諸収入の決算額は、２０９，７５７千円で、前年度２１５，９６２千円に比べ６，２

０５千円、２．９％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べて延滞金が４，０８０千円減額となったことが挙げ

られます。 

 

21市債（地方債） 

市債の決算額は、１，７８１，３２８千円で、前年度１，６５０，７０８千円に比べ

１３０，６２０千円、７．９％の増となりました。 

臨時財政対策債については、７４９，７２８千円で、前年度６８０，８０８千円に比

べ６８，９２０千円、１０．１％の増となりました。 

なお、臨時財政対策債を除いた実質市債発行額は、１，０３１，６００千円で、前年

度９６９，９００千円に比べ６１，７００千円、６．４％の増となりました。 
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一般会計歳入決算状況の推移（財源構成比）

    



(３)歳出決算の状況 

  歳出決算について、目的（款）別にみると次のとおりになります。 

 

①議会費 

議会費の決算額は２００，８１０千円で、前年度２１０，０３４千円に比べて９，２

２４千円、４．４％の減となりました。 

主な要因としては、議員１名辞職により議員の人件費が前年度比７，９０２千円減額

となったことが挙げられます。 

 

②総務費 

総務費の決算額は２，６５８，８２８千円で、前年度２，４１３，３４１千円に比べ

２４５，４８７千円、１０．２％の増となりました。 

主な要因としては、前年度実施した庁舎統合整備事業４１６，７８８千円、地方創生

加速化事業４７，３３５千円、市長選挙費１３，８９５千円が皆減となり、電算システ

ム整備事業が前年度比１９，１４７千円、行政経営推進事業が１７，８７８千円それぞ

れ減額となったものの、前年度に比べ津屋崎庁舎再生整備事業が５２０，６４９千円、

地方創生拠点整備事業が１９９，２５５千円、郷づくり推進事業４９，１１５千円、地

方創生事業が２７，６６９千円それぞれ増額となり、ボランティアセンター等整備事業

７，３３７千円が新たに追加となったことが挙げられます。 

 

③民生費 

民生費の決算額は９，１１０，８２０千円で、前年度８，５９９，５２８千円に比べ

５１１，２９２千円、５．９％の増となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ年金生活者等支援臨時福祉給付金事業が１４２，２

０５千円、国民健康保険事業特別会計繰出金が１０８，４５７千円それぞれ減額となっ

たものの、前年度に比べ私立保育所運営委託料が１５８，３２５千円、学童保育所管理

運営費が１２３，３７９千円、臨時福祉給付金事業が１１１，２８９千円、認定こども

園運営事業が８８，２４９千円、認可保育所運営事業が６４，８１８千円、障害者自立

支援給付費が４７，７６０千円、障害児支援給付費が４６，４３６千円、児童手当が４

６，１５５千円、後期高齢者医療広域連合負担金が２４，６５３千円それぞれ増額とな

ったことが挙げられます。 

 

④衛生費 

衛生費の決算額は２，０８７，３８１千円で、前年度２，１５８，５０３千円に比べ

７１，１２２千円、３．３％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ宗像地区事務組合水道事業会計出資金が６７，９３

２千円増額となったものの、前年度に比べ玄界環境組合負担金が１４９，２７７千円減

額となったことが挙げられます。 

 

⑤労働費 

労働費の決算額は０千円で、前年度と同様になりました。 

 

⑥農林水産業費 

農林水産業費の決算額は３０６，２３６千円で、前年度３４７，０９８千円に比べ４

０，８６２千円、１１．８％の減となりました。 



主な要因としては、津屋崎ヨットハーバー改修事業４，２２３千円が新たに追加とな

ったものの、前年度に比べため池整備県営事業負担金が３３，０２０千円、ほ場整備県

営事業負担金が６，６０６千円、活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金が６，５７

１千円それぞれ減額となったことが挙げられます。 

 

⑦商工費 

商工費の決算額は１９６，５６８千円で、前年度１８３，９９３千円に比べ１２，５

７５千円、６．８％の増となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ観光産業活性化推進協議会補助金が８，９８７千円

増額となったことが挙げられます。 

 

⑧土木費 

土木費の決算額は１，８４３，１９７千円で、前年度１，９５１，６６６千円に比べ

１０８，４６９千円、５．６％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ公共下水道事業会計負担金が６７，４３８千円、福

間駅前線整備街路事業が４４，７４６千円、道路新設改良事業が３９，０６９千円、橋

梁長寿命化修繕事業が３１，４８９千円それぞれ増額となったものの、前年度実施した

ＪＲ福間駅東口駐輪場整備事業９１，５１３千円が皆減となり、前年度に比べ福間駅前

線電線共同溝事業が１８６，２６８千円減額となったことが挙げられます。 

 

⑨消防費 

消防費の決算額は６７６，９４１千円で、前年度７１３，０６０千円に比べ３６，１

１９千円、５．１％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ宗像地区事務組合負担金が２２，５４１千円の増額

となったものの、消防格納庫整備事業が４８，３３０千円、防災事業が１２，５１１千

円それぞれ減額となったことが挙げられます。 

 

⑩教育費 

教育費の決算額は２，６１０，９８５千円で、前年度１，９５１，８７６千円に比べ

６５９，１０９千円、３３．８％の増となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ文化会館管理運営費が７４，３１２千円、公民館類

似施設新築等補助金が５５，７００千円それぞれ減額となったものの、前年度に比べ小

学校校舎施設整備事業が３１９，６３３千円、決算剰余金を積み立てることとした教育

施設建設準備基金積立金が２４８，９５３千円、古墳公園建設事業が５１，２７８千円、

小学校学習環境整備事業が３０，３１９千円それぞれ増額となり、複合文化センター管

理運営費１１２，１５３千円が新たに追加となったことが挙げられます。 

 

⑪災害復旧費 

災害復旧費の決算額は７千円で、前年度６千円に比べ１千円、１６．７％の増となり

ました。 

 

⑫公債費 

公債費の決算額は２，１２１，６９９千円で、前年度１，９１７，８１３千円に比べ

２０３，８８６千円、１０．６％の増となりました。 

主な要因としては、平成２５年度から２７年度にかけて借り入れを行った臨時財政対



策債や合併特例債などが据置期間終了により元金償還が開始されたことが挙げられま

す。 

 

⑬諸支出金 

平成２９年度に諸支出金の支出はありませんでした。 

 

 

３）普通会計 

 普通会計とは、各自治体間で財政比較ができるよう、地方財政統計上統一的に用いられ

る会計区分のことで、本市では一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計の２会計を

あわせたものです。 

 平成２９年度の普通会計決算は、歳入が前年度比１，１３５，７９４千円、５．３％増

の２２，４７８，２３７千円、歳出が前年度比１，３６５，９７４千円、６．７％増の２

１，８１７，２１０千円となり、歳入歳出差引額は６６１，０２７千円の黒字となりまし

た。また、歳入歳出差引額から翌年度に繰越すべき額９９，３９３千円を除いた実質収支

額は５６１，６３４千円となりこちらも黒字となりました。 
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普通会計決算状況の推移



 

  歳出決算について、性質別経費でみると次のとおりになります。 

① 人件費 

人件費の決算額は２，６９２，５２０千円で、前年度２，７１３，２７２千円に比べ

２０，７５２千円、０．８％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ市長等執行部の交代に伴い特別職給与等の人件費が

１２，２２２千円、市議会議員の人件費が７，９０２千円それぞれ減額となったことが

挙げられます。 

 

②物件費 

物件費の決算額は２，９５２，５５６千円で、前年度２，８２１，５３６千円に比べ

１３１，０２０千円、４．６％の増となりました。 

主な要因としては、前年度までの文化会館指定管理料４６，２２４千円が皆減となっ

たものの、複合文化センター指定管理料及び備品購入費１７６，５１４千円を新たに追

加したことが挙げられます。 

 

③維持補修費 

維持補修費の決算額は１４８，８３６千円で、前年度１５５，０２６千円に比べ６，

１９０千円、４．０％の減となりました。 

 

④扶助費 

扶助費の決算額は５，８４５，５４８千円で、前年度５，５１９，３１６千円に比べ

３２６，２３２千円、５．９％の増となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ私立保育所運営委託料が１５８，３２５千円、認定

こども園運営委託料が８８，２４９千円、障害者自立支援給付費が４７，７６１千円、

児童手当が４６，１５５千円それぞれ増額となったことが挙げられます。 

 

⑤補助費等 

補助費等の決算額は２，８９６，４５９千円で、前年度２，８８３，１０９千円に比

べ１３，３５０千円、０．５％の増となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ玄界環境組合負担金が１４９，２７７千円減額とな

ったものの、公共下水道事業会計負担金が６７，４３８千円、精算に伴う国、県への返

還金が５９，９４６千円、宗像地区事務組合消防費負担金が１７，４０７千円、観光産

業活性化推進協議会補助金が８，９８７千円、郷づくり交付金が８，２３６千円それぞ

れ増額となったことが挙げられます。 

 

⑥普通建設事業費 

普通建設事業費の決算額は２，４８１，９５０千円で、前年度２，０１７，２８２千

円に比べ４６４，６６８千円、２３．０％の増となりました。 

主な要因としては、前年度実施した庁舎統合整備事業が４０８，１０６千円が皆減と

なり、前年度に比べ福間駅前線電線共同溝事業が１８９，３３６千円減額となったもの

の、津屋崎庁舎再生整備事業が４１４，６９１千円、学童保育所整備事業が８９，０４

１千円それぞれ増額となり、小学校施設大規模改造事業が３１４，９２４千円、あんず

の里ふれあいの館活性化事業が１９０，４３４千円、郷づくり活動拠点整備事業が３４，

３３３千円それぞれ新たに追加となったことが挙げられます。 



 

⑦災害復旧事業費 

災害復旧事業費の決算額は７千円で、前年度６千円に比べ１千円、１６．７％の増と

なりました。 

 

⑧失業対策事業費 

失業対策事業費の歳出はありません。 

 

⑨公債費 

公債費の決算額は２，１２５，２２２千円で、前年度１，９２２，１０９千円に比べ

２０３，１１３千円、１０．６％の増となりました。 

主な要因としては、平成２５年度から２７年度にかけて借り入れを行った臨時財政対

策債や合併特例債などが据置期間終了により元金償還が開始されたことが挙げられま

す。 

 

⑩積立金 

積立金の決算額は４８５，１７４千円で、前年度２４０，５５０千円に比べ２４４，

６２４千円、１０１．７％の増となりました。 

主な要因としては、決算剰余金を教育施設建設準備基金に積立てることとしたため、

前年度に比べ教育施設建設準備基金積立金が２４８，９５３千円増額となったことが挙

げられます。 

 

⑪投資及び出資金 

投資及び出資金の決算額は１４２，３２７千円で、前年度７４，３９５千円に比べ６

７，９３２千円、９１．３％の増となりました。 

主な要因としては、宗像地区事務組合への出資金が増加したことが挙げられます。 

 

⑫貸付金 

貸付金の決算額は３５，０００千円で、前年度と同額となりました。 

 

⑬繰出金 

繰出金の決算額は２，０１１，６１１千円で、前年度２，０６９，６３５千円に比べ

５８，０２４千円、２．８％の減となりました。 

主な要因としては、前年度に比べ後期高齢者医療広域連合負担金が２４，６５３千円、

介護保険事業特別会計繰出金が１７，０８８千円増額となったものの、国民健康保険事

業への繰出金が１０８，４５７千円減額となったことが挙げられます。 

 

財政構造の弾力性を測る指標として、経常経費に対する市税や地方交付税などの経常

一般財源収入の充当割合を示す経常収支比率は、９３．３％となり、前年度９３．４％

に比べ０．１ポイント減少しました。 

主な要因としては、歳出面では人口増に伴う子育てや社会福祉関連の扶助費が大きく

増加し経常経費充当一般財源が増額となったものの、歳入面において市税、地方消費税

交付金等の各種交付金、臨時財政対策債などの経常一般財源収入が歳出以上に増額とな

ったことが挙げられます。 
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４）特別会計 

 

（１）国民健康保険事業特別会計 

国民健康保険事業の決算は、歳入７，６６１，９７９千円（前年度７，７３４，２０

６千円）、歳出７，６２４，６６９千円（前年度７，７００，４３１千円）となり、歳入

歳出差引額３７，３１０千円(前年度３３，７７５千円)の黒字となりました。 

歳入については、保険税収入は１，２０２，４２３千円で、前年度比４０，２６６千

円、３．２％減となりました。これは、主に被保険者数の減少により調定額が減少した

ことによるものです。 

国庫支出金については１，４６２，７１８千円で、前年度比１１４，８６２千円、７．

３％減となりました。これは、主に対象医療費の減少により療養給付費負担金等が減額

となったことなどが要因です。 

療養給付費交付金については１０３，９６２千円で、前年度比６７，０４０千円、３

９．２％減となりました。これは、退職被保険者の療養給付費等が減少したことによる

ものです。 

前期高齢者交付金については２，４２２，０７８千円で、前年度比２５３，１２２千

円、１１．７％増となりました。これは、前期高齢者の給付費や加入率が前年度に比べ

増加したことによるものです。 

県支出金については４３０，８６６千円で、前年度比６１，０４７千円、１６．５％

増となりました。これは、主に対象医療費の増により財政調整交付金が増額となったこ

とによるものです。 

共同事業交付金については１，５６８，６４４千円で、８３，２１０千円、５．０％

減となりました。これは、全体的な医療費の減少に伴い、交付金対象医療費も減少した

ことによるものです。 

一般会計繰入金については、４２６，２７６千円で、前年度比１０８，４５７千円、

２０．３％減となっています。これは、一般会計から繰り入れている法定繰入金です。 

その他繰入金は、赤字補填分として、前年度は、９０，０００千円であったのに対し

て、今年度決算額は０円となっています。医療費の減少に伴う保険給付費の負担減に伴

い、財源不足は生じませんでした。 

歳出については、総務費は９１，５２８千円で、前年度比１４，６６６千円、１９．

１％増となりました。 

これは、主に総務管理費において、国保の県単位化に向けたシステム改修委託料が増

加したことによるものです。 

保険給付費については４，７０８，９２０千円で、前年度比５３，１３４千円､１．１％

減となりました。これは、主に被保険者数の減少や、保険給付費の大部分を占める療養

給付費、療養費、高額療養費が大きく減少したことによるものです。 

前期高齢者納付金等は２，８３１千円で、前年度比２，２３４千円、３７４．２％の

増となりました。これは、主に前期高齢者の加入者一人当たりの負担調整対象額が約３．

４倍となったことによるものです。 

後期高齢者支援金等は７８４，８９４千円で、前年度比２０，０４５千円、２．５％

減となりました。これは、被保険者数の減少と前々年度精算額の影響によるものです。 

老人保健拠出金は１４千円で、前年度比９千円、３９．１％減となりました。 

介護納付金は２７０,６７３千円で、前年度比５，８９４千円、２．１％の減となりま

した。これは、主に第２号被保険者数の減少によるものです。 

共同事業拠出金については１，６７３，８８７千円で、前年度比３８，６９３千円、



２．３％減となっています。これは、高額医療費共同事業の対象医療費が減少したため、

今年度の拠出対象額に反映したことによるものです。 

保健事業費は４４，７６４千円で、前年度比８２０千円、１．９％の増となっていま

す。これは、ＣＫＤ等重症化予防対策や後発医薬品普及推進支援など医療費適正化の取

り組みによるものです。

 

（２）後期高齢者医療事業特別会計 

後期高齢者医療事業の決算は歳入９６４，６２１千円（前年度９２５，２６８千円）、

歳出９３３，３１７千円（前年度９１８，１１８千円）となり、歳入歳出差引額３１，

３０４千円（前年度７，１５０千円）の黒字となりました。これは、主として、福岡県

後期高齢者医療広域連合の会計が３月末で閉じるのに対し、市の会計は出納閉鎖期間が

あり、前年度出納閉鎖期間分の保険料より、今年度出納閉鎖期間分に納付された保険料

が２４，２２８千円上回ったこと及び１人当たりの保険料が上がったことによります。 

歳入については、後期高齢者医療保険料は７５１，５６６千円で前年に比べ２９，５

１９千円、４．１％増加になっています。対象者人口の増加と１人当たりの保険料が上

がったことによるものです。 

繰入金は、２０５，００６千円で、前年度に比べて１１，８６９千円の増加で、６．

１％増です。内訳としては、事務費繰入金と保険基盤安定繰入金です。事務費繰入金は、

４１，３２９千円、前年に比べて４，１４１千円、１１．１％の増加になっています。

これは、対象者の増加に伴う人件費の増加によるものです。 

保険基盤安定繰入金は１６３，６７７千円で、前年に比べ、７，７２９千円、５．０％

増で、保険料軽減措置に対するもので、対象者の増加によるものです。 

歳出については、総務費は２６，９２０千円で、前年に比べ３，８８９千円、１６．

９％の増加です。これは、主として後期高齢者医療システム改修委託料で、コンビニ納

付実施のためのものです。広域連合納付金は、９０５，３３７千円で、前年に比べ１０，

９０５千円、１．２％の増加です。内訳としては、事務費負担金と保険事業負担金で、

事務費負担金は１４，４１１千円で、前年に比べ２４３千円、１．７％の増加、保険事

業負担金は、８９０，９２６千円で、前年に比べ１０，６６３千円、１．２％の増加と

なっています。これも、対象者の増加に伴うものです。 

諸支出金は、１，０６０千円で、前年に比べ４０５千円、６１．８％の増加です。こ

れは、過年度還付額の増加によるものです。
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（３）介護保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計の決算は、歳入４，７９４，４０１千円（前年度４，６８５，

３５２千円）、歳出４，６９８，１１７千円（前年度４，５３７，９８７千円）で、歳入

歳出差引額９６，２８４千円（前年度１４７，３６５千円）となり、前年度に比べ５１，

０８１千円の減額となっています。 

歳入では､第６期介護保険事業計画期間の最終年にあたる本年度の第１号被保険者数

は、前年度末比較で３８８人増加の１７，６２７人となり、第１号被保険者保険料は、

１，１０９，７６１千円（前年度１，０８５，０３３千円）の収入で、前年度比２．３％

の増となっています。 

第２号被保険者が負担する保険料である社会保険診療報酬支払基金交付金は、１，１

９０，６３４千円（前年度１，１９２，７２４千円）です。 

国及び県支出金では、国の介護給付費負担金等が９９０，４４４千円（前年度９８０，

０５０千円）、県の介護給付費負担金等が６４０，０４８千円（前年度６５０，７０４千

円）です。このうち、地域支援事業（介護予防事業、包括的支援・任意事業）交付金は、

国県それぞれ、６１，８４６千円と３２，０２９千円（前年度それぞれ６９，２３７千

円と３７，６７３千円）となっています。 

前年度からの繰越金１４７，３６５千円、一般会計繰入金６８１，３２３千円を加え

た歳入総額は４，７９４，４０１千円となりました。 

歳出では､認定審査会共同設置負担金を含めた一般管理費等総務費が１４７，７９７千

円（前年度１４０，３７７千円）となっています。 

介護サービス給付費は、前年度比１．５％増の３，８４２，５８０千円（前年度３，

７８５，８３３千円）、介護予防サービス給付費については、前年度比１１.４％増の１

２８，０３０千円（前年度１１４，９４０千円）となっています。高額介護サービス費

は、高額医療合算介護サービス費を合わせて､１１８，７８６千円、特定入所者介護サー

ビス等諸費９３，１５４千円など、保険給付費の総額は４，１８５，０５２千円（前年

度４，１２４，９６６千円）となっています。 

また、地域支援事業費については、前年度比６．１％増の１７１，７４３千円となっ

ており、このうち介護予防等に係る事業費は８８，８８１千円となっています。 

介護給付費の財源を目的とする基金積立金１１７，１４０千円、その他に国県負担金
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等返還金等７４，６５１千円などを加えた歳出総額は４，６９８，１１７千円となりま

した。 

 
（５）住宅新築資金等貸付事業特別会計 

住宅新築資金等貸付事業の決算は、歳入１１，５３２千円（前年度１１，６８２千円）、

歳出４，３４０千円（前年度４，６６８千円）となり、前年度と比較すると、歳入では

１５０千円減額（前年度比１．３％減）、歳出では３２８千円減額（前年度比７．０％減）

となりました。 

歳入の主なものとしましては、貸付金の回収金が３，５７３千円で前年度４，２２７

千円から６５４千円の減額、県支出金が３２２千円で前年度３９５千円から７３千円の

減額となりました。 

歳出の主なものとしましては、地方債償還金元金と地方債償還金利子が３，５２３千

円で、前年度４，２９６千円から７７３千円の減額となりました。減債基金積立金が６

２３千円で前年度１８２千円から４４１千円の増額となっています。 
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５）財政健全化判断比率 

 健全化判断比率とは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２条で定義づけられ

た、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの比率のこ

とです。また、同条ではこれらの指標のほかに、早期健全化基準と財政再生基準の２つの

基準が定義づけられています。 

早期健全化基準とは、自治体の財政状況のいわゆるイエローカードと言われています。

上記の４つの比率のうちのいずれかがこの早期健全化基準の数値を超える場合には、財政

健全化計画を作成する必要が生じます。 

 財政再生基準とは、自治体の財政状況のいわゆるレッドカードと言われています。上記

４つの比率のうち将来負担比率以外の比率がこの基準にひとつでも該当すれば財政再生団

体となってしまいます。 

これらをもとに自治体の財政状況をチェックすることができます。 

    

（１）実質赤字比率、連結実質赤字比率 

  実質赤字比率及び連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比

率）については平成２８年度に引き続き平成２９年度も黒字となっています。 

早期健全化基準は実質赤字比率で１２．９５％以上、連結実質赤字比率で１７．９５％

以上となっています。 

 

（２）実質公債費比率 

  実質公債費比率（３ヵ年平均）について平成２９年度は６．３％となり、平成２８年

度の５．７％に比べ０．６ポイント上昇しています。これは平成２５年度から２７年度

にかけて借り入れを行った臨時財政対策債や合併特例債などが据置期間終了により元金

償還が開始されたため、元利償還金が増加したことなどが要因と考えられます。 

  早期健全化基準は２５．０％以上となっています。 

 

（３）将来負担比率 

  将来負担比率について平成２９年度は２．２％となり、平成２８年度の０．２％に比べ

２．０ポイント上昇しています。これは、償還により地方債現在高や組合負担等見込額は

減少したものの、下水道事業などの公営企業債等繰入見込額が増加したことや交付税参入

見込額などの充当可能財源が減少したことなどが要因と考えられます。 

 早期健全化基準は３５０．０％以上となっています。 
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６）資金不足比率 

資金不足比率（公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率）については、

本市の公営企業会計（公共下水道事業）では資金不足には該当しませんでした。 
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１．決算関係資料

①会計別決算額

歳 入 20,413,907 20,413,907 20,519,441 20,519,441

歳 出 19,640,157 17,866,755 19,928,183 18,019,221

差 引 773,750 2,547,152 591,258 2,500,220

歳 入 6,878,079 6,599,734 6,980,618 6,585,567

歳 出 6,755,039 6,755,039 6,885,258 6,885,258

差 引 123,040 △ 155,305 95,360 △ 299,691

歳 入 838,603 674,606 878,315 700,399

歳 出 833,783 833,783 873,853 873,853

差 引 4,820 △ 159,177 4,462 △ 173,454

歳 入 3,915,759 3,337,819 4,113,381 3,493,855

歳 出 3,888,946 3,888,946 4,107,832 4,107,832

差 引 26,813 △ 551,127 5,549 △ 613,977

歳 入 3,981,193 3,228,073 3,211,868 2,503,688

歳 出 3,901,607 3,901,607 3,064,973 3,064,973

差 引 79,586 △ 673,534 146,895 △ 561,285

歳 入 64,036 64,036 25,236 16,947

歳 出 51,696 51,696 25,236 25,236

差 引 12,340 12,340 0 △ 8,289

歳 入 17,738 17,738 11,592 11,592

歳 出 12,792 12,792 5,547 5,547

差 引 4,946 4,946 6,045 6,045

歳 入 15,695,408 13,922,006 15,221,010 13,312,048

歳 出 15,443,863 15,443,863 14,962,699 14,962,699

差 引 251,545 △ 1,521,857 258,311 △ 1,650,651

歳 入 0 0 0 0

歳 出 0 0 0 0

差 引 0 0 0 0

歳 入 0 0 0 0

歳 出 0 0 0 0

差 引 0 0 0 0

歳 入 36,109,315 34,335,913 35,740,451 33,831,489

歳 出 35,084,020 33,310,618 34,890,882 32,981,920

差 引 1,025,295 1,025,295 849,569 849,569

総計額 純計額

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

一 般 会 計

合 計

区　　　　　分

平成２６年度

特 別 会 計 小 計

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計

平成２５年度

地 域 し 尿 処 理 施 設 事 業
特 別 会 計

総計額

公 共 下 水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 支 ）

公 共 下 水 道 事 業 会 計
（ 資 本 的 収 支 ）

純計額



（単位：千円、税込、％）

増減率 増減率

21,357,874 21,357,874 21,331,111 21,330,761 22,467,307 5.3 22,466,705 5.3

20,794,657 18,712,473 20,446,918 18,414,305 21,813,472 6.7 19,792,668 7.5

563,217 2,645,401 884,193 2,916,456 653,835 △ 26.1 2,674,037 △ 8.3

8,032,018 7,313,445 7,734,206 7,199,473 7,661,979 △ 0.9 7,235,703 0.5

8,025,004 8,025,004 7,700,431 7,700,431 7,624,669 △ 1.0 7,624,669 △ 1.0

7,014 △ 711,559 33,775 △ 500,958 37,310 10.5 △ 388,966 22.4

885,787 699,315 925,268 732,132 964,621 4.3 759,615 3.8

876,792 876,792 918,118 918,118 933,317 1.7 933,317 1.7

8,995 △ 177,477 7,150 △ 185,986 31,304 337.8 △ 173,702 6.6

4,409,810 3,759,703 4,685,352 4,021,117 4,794,401 2.3 4,113,078 2.3

4,337,032 4,337,032 4,537,987 4,537,987 4,698,117 3.5 4,698,117 3.5

72,778 △ 577,329 147,365 △ 516,870 96,284 △ 34.7 △ 585,039 △ 13.2

3,300,453 2,773,421 0 0 0 － 0 － 

3,261,761 3,261,761 0 0 0 － 0 － 

38,692 △ 488,340 0 0 0 － 0 － 

0 0 0 0 0 － 0 － 

0 0 0 0 0 － 0 － 

0 0 0 0 0 － 0 － 

12,369 12,369 11,683 11,683 11,532 △ 1.3 11,532 △ 1.3

5,490 5,490 4,668 4,668 4,340 △ 7.0 4,340 △ 7.0

6,879 6,879 7,015 7,015 7,192 2.5 7,192 2.5

16,640,437 14,558,253 13,356,509 11,964,405 13,432,533 0.6 12,119,928 1.3

16,506,079 16,506,079 13,161,204 13,161,204 13,260,443 0.8 13,260,443 0.8

134,358 △ 1,947,826 195,305 △ 1,196,799 172,090 △ 11.9 △ 1,140,515 4.7

0 0 1,907,938 1,353,382 2,017,823 5.8 1,396,510 3.2

0 0 1,842,952 1,842,952 1,855,096 0.7 1,855,096 0.7

0 0 64,986 △ 489,570 162,727 150.4 △ 458,586 6.3

0 0 915,190 829,587 537,109 △ 41.3 450,825 △ 45.7

0 0 1,389,077 1,389,077 1,020,326 △ 26.5 1,020,326 △ 26.5

0 0 △ 473,887 △ 559,490 △ 483,217 △ 2.0 △ 569,501 △ 1.8

37,998,311 35,916,127 37,510,748 35,478,135 38,454,772 2.5 36,433,968 2.7

37,300,736 35,218,552 36,840,151 34,807,538 37,949,337 3.0 35,928,533 3.2

697,575 697,575 670,597 670,597 505,435 △ 24.6 505,435 △ 24.6

平成２７年度 平成２９年度

総計額 純計額 総計額 純計額

平成２８年度

総計額 純計額



②会計別基金残高

（単位：千円）

取崩額 積立額

財政調整基金 5,439,001 5,610,028 5,844,167 5,861,300 0 18,342 5,879,642

減 債 基 金 526,496 477,235 426,998 375,712 1,226 1,175 375,661

教育施設建設
準 備 基 金

1,121,053 1,121,613 1,123,412 1,247,765 121,700 438,905 1,564,970

まちづくり基金 3,651,798 2,891,177 2,977,279 2,624,970 440,150 8,212 2,193,032

ふるさとづくり
基 金

1,158 624 18,511 20,532 20,532 17,792 17,792

文化振興基金 0 0 200,000 200,000 0 0 200,000

太陽光発電設
備 管 理 基 金

0 0 3 132 0 124 256

小 計 10,739,506 10,100,677 10,590,370 10,330,411 583,608 484,550 10,231,353

住宅新築資金等
貸付事業特別会計

減 債 基 金 197,366 198,433 199,433 199,615 0 624 200,239

10,936,872 10,299,110 10,789,803 10,530,026 583,608 485,174 10,431,592

国保高額療養
資金貸付基金

4,500 4,500 4,500 4,500 0 0 4,500

国 保 特 別
準 備 基 金

17,630 17,639 17,647 17,656 0 54 17,710

介護保険高額
サービス費等
貸 付 基 金

1,606 1,607 1,607 1,607 0 0 1,607

介 護 保 険
介 護 給 付
費 準 備 基 金

102,550 94,492 162,251 242,849 0 117,140 359,989

126,286 118,238 186,005 266,612 0 117,194 383,806

11,063,158 10,417,348 10,975,808 10,796,638 583,608 602,368 10,815,398合 計

一 般 会 計

普通会計以外の特別会計小計

29年度中増減額

29年度
末残高

普 通 会 計 小 計

国民健康保険事業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

会 計 基金名称
25年度
末残高

26年度
末残高

27年度
末残高

28年度
末残高



③会計別市債残高

（単位：千円）

償還額等 借入額等

元金 20,149,788 20,036,887 20,373,743 20,293,889 1,959,864 1,781,328 20,115,353

利子 1,585,518 1,453,405 1,229,324 1,034,902 161,809 14,423 887,516

合計 21,735,306 21,490,292 21,603,067 21,328,791 2,121,673 1,795,751 21,002,869

元金 21,220 17,686 14,006 10,176 3,202 0 6,974

利子 2,537 1,775 1,159 693 320 0 373

合計 23,757 19,461 15,165 10,869 3,522 0 7,347

元金 20,171,008 20,054,573 20,387,749 20,304,065 1,963,066 1,781,328 20,122,327

利子 1,588,055 1,455,180 1,230,483 1,035,595 162,129 14,423 887,889

合計 21,759,063 21,509,753 21,618,232 21,339,660 2,125,195 1,795,751 21,010,216

元金 15,555,475 15,966,262 16,413,896 16,384,773 545,318 288,000 16,127,455

利子 3,720,813 3,619,868 3,417,890 3,206,682 273,691 42,233 2,975,224

合計 19,276,288 19,586,130 19,831,786 19,591,455 819,009 330,233 19,102,679

元金 15,555,475 15,966,262 16,413,896 16,384,773 545,318 288,000 16,127,455

利子 3,720,813 3,619,868 3,417,890 3,206,682 273,691 42,233 2,975,224

合計 19,276,288 19,586,130 19,831,786 19,591,455 819,009 330,233 19,102,679

元金 35,726,483 36,020,835 36,801,645 36,688,838 2,508,384 2,069,328 36,249,782

利子 5,308,868 5,075,048 4,648,373 4,242,277 435,820 56,656 3,863,113

合計 41,035,351 41,095,883 41,450,018 40,931,115 2,944,204 2,125,984 40,112,895

会計別公債費
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,864,348 1,911,426 1,922,454 1,922,109 2,125,222

661,575 722,437 763,111 121 121

0 0 0 793,589 819,032

2,525,923 2,633,863 2,685,565 2,715,819 2,944,375

29年度
末残高

公 営 企 業 会 計

合 計

一 般 会 計

住宅新築資金等
貸付事業特別会計

区 分

普 通 会 計

普通会計以外の特別会計

会 計
25年度
末残高

公共下水道事業
会 計

合 計

29年度中増減額

普通会計以外の
会 計 小 計

26年度
末残高

普 通 会 計 小 計

27年度
末残高

28年度
末残高



④一般会計決算の状況

【歳入】

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

5,714,983 28.0 8.6 5,834,696 28.4 2.1

190,126 0.9 △ 4.8 183,716 0.9 △ 3.4

14,853 0.1 △ 3.2 14,347 0.1 △ 3.4

24,662 0.1 107.6 45,664 0.2 85.2

37,087 0.2 1,114.0 25,483 0.1 △ 31.3

419,763 2.1 △ 0.9 532,924 2.6 27.0

3,607 0.0 △ 4.3 3,414 0.0 △ 5.4

64,250 0.3 △ 11.0 29,047 0.1 △ 54.8

33,065 0.2 29.0 40,057 0.2 21.1

5,422,716 26.6 △ 1.0 5,308,888 25.9 △ 2.1

4,966,048 24.3 △ 1.0 4,858,294 23.7 △ 2.2

456,657 2.2 △ 0.3 450,592 2.2 △ 1.3

11 0.0 22.2 2 0.0 △ 81.8

12,182 0.1 △ 0.5 11,114 0.1 △ 8.8

247,521 1.2 3.1 274,849 1.3 11.0

332,326 1.6 0.7 337,519 1.6 1.6

3,211,988 15.7 38.7 2,900,601 14.1 △ 9.7

1,177,997 5.8 15.0 1,395,848 6.8 18.5

50,838 0.2 △ 62.0 209,149 1.0 311.4

746 0.0 △ 43.1 756 0.0 1.3

284,880 1.4 △ 72.4 824,416 4.0 189.4

324,679 1.6 △ 43.7 773,750 3.8 138.3

427,348 2.1 △ 47.2 210,881 1.0 △ 50.7

2,418,290 11.8 0.6 1,562,322 7.6 △ 35.4

20,413,907 100.0 0.2 20,519,441 100.0 0.5

（注意）表の構成比は表示単位未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

平成25年度 平成26年度

合 計

地 方 譲 与 税

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金
地 方 消 費 税
交 付 金
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

県 支 出 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

市 債

諸 収 入

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

区 分

市 税

自 動 車 取 得 税
交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

震災復興特別交付税



（単位：千円、％）

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

5,895,674 27.6 1.0 6,072,708 28.5 3.0 6,239,839 27.8 2.8

192,117 0.9 4.6 191,373 0.9 △ 0.4 191,040 0.9 △ 0.2

12,251 0.1 △ 14.6 6,356 0.0 △ 48.1 11,746 0.1 84.8

34,826 0.2 △ 23.7 20,781 0.1 △ 40.3 30,433 0.1 46.4

32,495 0.2 27.5 13,852 0.1 △ 57.4 32,245 0.1 132.8

955,863 4.5 79.4 895,347 4.2 △ 6.3 938,791 4.2 4.9

3,352 0.0 △ 1.8 2,663 0.0 △ 20.6 2,458 0.0 △ 7.7

43,521 0.2 49.8 50,945 0.2 17.1 70,097 0.3 37.6

56,471 0.3 41.0 67,978 0.3 20.4 81,665 0.4 20.1

5,317,213 24.9 0.2 5,187,678 24.3 △ 2.4 5,141,224 22.9 △ 0.9

4,872,208 22.8 0.3 4,758,409 22.3 △ 2.3 4,733,922 21.1 △ 0.5

445,004 2.1 △ 1.2 429,269 2.0 △ 3.5 407,302 1.8 △ 5.1

1 0.0 △ 50.0 0 0.0 皆減 0 0.0 － 

11,971 0.1 7.7 12,098 0.1 1.1 12,773 0.1 5.6

282,416 1.3 2.8 342,456 1.6 21.3 349,734 1.6 2.1

344,357 1.6 2.0 347,195 1.6 0.8 356,538 1.6 2.7

3,221,384 15.1 11.1 3,616,036 17.0 12.3 3,961,626 17.6 9.6

1,420,372 6.7 1.8 1,439,977 6.8 1.4 1,502,285 6.7 4.3

471,919 2.2 125.6 112,803 0.5 △ 76.1 66,757 0.3 △ 40.8

19,208 0.1 2,440.7 20,651 0.1 7.5 18,901 0.1 △ 8.5

173,100 0.8 △ 79.0 500,327 2.3 189.0 583,877 2.6 16.7

591,258 2.8 △ 23.6 563,217 2.6 △ 4.7 884,193 3.9 57.0

236,779 1.1 12.3 215,962 1.0 △ 8.8 209,757 0.9 △ 2.9

2,041,327 9.6 30.7 1,650,708 7.7 △ 19.1 1,781,328 7.9 7.9

21,357,874 100.0 4.1 21,331,111 100.0 △ 0.1 22,467,307 100.0 5.3

平成29年度平成27年度 平成28年度



【歳出】

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

議 会 費 235,651 1.2 3.8 232,628 1.2 △ 1.3

総 務 費 2,545,770 13.0 5.6 2,052,939 10.3 △ 19.4

民 生 費 6,890,163 35.1 5.5 7,357,772 36.9 6.8

衛 生 費 2,344,819 11.9 3.4 2,372,413 11.9 1.2

労 働 費 14,170 0.1 △ 40.4 14,182 0.1 0.1

農 林 水 産 業 費 367,391 1.9 △ 5.3 349,575 1.8 △ 4.8

商 工 費 214,487 1.1 18.6 187,533 0.9 △ 12.6

土 木 費 3,008,882 15.3 △ 14.3 2,879,771 14.5 △ 4.3

消 防 費 603,432 3.1 △ 2.0 681,023 3.4 12.9

教 育 費 1,556,272 7.9 △ 19.3 1,892,556 9.5 21.6

災 害 復 旧 費 1,219 0.0 △ 96.5 661 0.0 △ 45.8

公 債 費 1,857,901 9.5 △ 3.9 1,907,130 9.6 2.6

諸 支 出 金 0 0.0 － 0 0.0 － 

合 計 19,640,157 100.0 △ 2.1 19,928,183 100.0 1.5

（注意）表の構成比は表示単位未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

区 分
平成25年度 平成26年度



（単位：千円、％）

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

229,650 1.1 △ 1.3 210,034 1.0 △ 8.5 200,810 0.9 △ 4.4

2,992,841 14.4 45.8 2,413,341 11.8 △ 19.4 2,658,828 12.2 10.2

8,116,545 39.0 10.3 8,599,528 42.1 6.0 9,110,820 41.8 5.9

2,304,492 11.1 △ 2.9 2,158,503 10.6 △ 6.3 2,087,381 9.6 △ 3.3

3,582 0.0 △ 74.7 0 0.0 皆減 0 0.0 － 

313,167 1.5 △ 10.4 347,098 1.7 10.8 306,236 1.4 △ 11.8

173,976 0.8 △ 7.2 183,993 0.9 5.8 196,568 0.9 6.8

1,830,973 8.8 △ 36.4 1,951,666 9.5 6.6 1,843,197 8.4 △ 5.6

651,841 3.1 △ 4.3 713,060 3.5 9.4 676,941 3.1 △ 5.1

2,259,416 10.9 19.4 1,951,876 9.5 △ 13.6 2,610,985 12.0 33.8

16 0.0 △ 97.6 6 0.0 △ 62.5 7 0.0 16.7

1,918,158 9.2 0.6 1,917,813 9.4 0.0 2,121,699 9.7 10.6

0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 － 

20,794,657 100.0 4.3 20,446,918 100.0 △ 1.7 21,813,472 100.0 6.7

平成29年度平成27年度 平成28年度



⑤一般会計決算性質別経費等明細書

人件費 物件費 扶助費 事業費 公債費 繰出金

１ 187,566 12,365 0 0 0 0

２ 913,306 629,636 7,074 832,219 0 0

３ 566,166 267,262 5,648,911 386,445 0 2,005,511

４ 176,212 801,321 8,317 716 0 7,636

５ 0 0 0 0 0 0

６ 103,961 59,686 1,200 88,196 0 0

７ 54,777 51,851 975 1,908 0 0

８ 190,705 292,187 1,900 543,584 0 0

９ 21,311 41,468 0 6,379 0 0

10 479,014 796,690 177,171 622,503 0 0

11 0 0 0 7 0 0

12 0 0 0 0 2,121,699 0

13 0 0 0 0 0 0

14 0 0 0 0 0 0

2,693,018 2,952,466 5,845,548 2,481,957 2,121,699 2,013,147

12.3 13.5 26.8 11.4 9.7 9.2

一般財源 2,476,506 2,438,473 1,564,041 348,097 2,052,778 1,658,128

特定財源 216,512 513,993 4,281,507 2,133,860 68,921 355,019

2,713,539 2,821,429 5,519,316 2,017,288 1,917,813 2,071,161

13.3 13.8 27.0 9.8 9.4 10.1

△ 20,521 131,037 326,232 464,669 203,886 △ 58,014

△ 0.8 4.6 5.9 23.0 10.6 △ 2.8

報酬
給料
職員手当等
共済費
退職手当組合負
担金

賃金
臨時職員等共済
費
旅費
交際費
需用費（施設修
繕費除）
役務費
委託料
使用料
備品購入費
原材料費

扶助費
委託料
職員手当（児童
手当）

工事請負費
公有財産購入費
関連事務費

元利償還金 特別会計繰出金

（注意）表の構成比は表示単位未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

総務費

諸支出金

予備費

性質別経費計

構　成　比　（％）

性質別経費
の財源内訳

対前年度増減額

前
年
度

対前年度増減率　（％）

性 質 別

商工費

決 算 額

構 成 比 （％）

土木費

教育費

公債費

災害復旧費

衛生費

労働費

農林水産業費

消防費

民生費

議会費



単位：千円

補助費等 そ の 他 歳出合計 構成比(％) 義務的経費 一般行政費 投資的経費  その他経費

879 0 200,810 0.9 187,566 13,244 0 0

227,531 49,062 2,658,828 12.2 920,380 860,707 832,219 45,522

229,135 7,390 9,110,820 41.8 6,215,077 503,787 386,445 2,005,511

947,813 145,366 2,087,381 9.6 184,529 1,752,049 716 150,087

0 0 0 0.0 0 0 0 0

42,582 10,611 306,236 1.4 105,161 112,879 88,196 0

51,707 35,350 196,568 0.9 55,752 103,908 1,908 35,000

710,109 104,712 1,843,197 8.4 192,605 1,107,008 543,584 0

603,785 3,998 676,941 3.1 21,311 649,251 6,379 0

81,382 454,225 2,610,985 12.0 656,185 893,392 622,503 438,905

0 0 7 0.0 0 0 7 0

0 0 2,121,699 9.7 2,121,699 0 0 0

0 0 0 0.0 0 0 0 0

0 0 0 0.0 0 0 0 0

2,894,923 810,714 21,813,472 100.0 10,660,265 5,996,225 2,481,957 2,675,025

13.3 3.7 100.0 48.9 27.5 11.4 12.2

2,821,488 576,777 13,936,288 63.9 6,093,325 5,399,534 348,097 2,095,332

73,435 233,937 7,877,184 36.1 4,566,940 596,691 2,133,860 579,693

2,881,583 504,789 20,446,918 10,150,668 5,858,038 2,017,288 2,420,924

14.1 2.5 100.0 49.6 28.6 9.9 11.7

13,340 305,925 1,366,554 509,597 138,187 464,669 254,101

0.5 60.6 6.7 5.0 2.4 23.0 10.5

負担金
補助金
交付金
報償費
公営企業会計繰
出金

需用費（施設修繕
費）
積立金
投資及び出資金
貸付金

人件費
扶助費
公債費

物件費
維持補修費
補助費等

普通建設事業費
災害復旧事業費
失業対策事業費

積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金

経 費 別 分 類内 訳



⑥普通会計歳出決算の状況

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

2,696,494 13.7 △ 1.9 2,734,729 13.7 1.4

1,648,260 8.4 △ 3.5 1,668,510 8.4 1.2

3,936,682 20.0 5.2 4,306,546 21.6 9.4

1,864,348 9.5 △ 4.0 1,911,426 9.6 2.5

1,864,305 9.5 △ 4.0 1,911,388 9.6 2.5

43 0.0 34.4 38 0.0 △ 11.6

8,497,524 43.1 0.7 8,952,701 44.9 5.4

2,498,805 12.7 △ 3.4 2,696,480 13.5 7.9

141,998 0.7 △ 2.1 165,436 0.8 16.5

2,162,989 11.0 1.6 2,426,118 12.2 12.2

784,603 4.0 △ 11.2 186,654 0.9 △ 76.2

302,566 1.5 24.7 275,901 1.4 △ 8.8

2,368,388 12.0 △ 11.1 2,542,502 12.7 7.4

0 0.0 － 0 0.0 － 

2,947,772 15.0 △ 2.9 2,704,885 13.6 △ 8.2

55,710 0.3 △ 21.1 52,306 0.3 △ 6.1

2,946,553 15.0 △ 1.8 2,704,224 13.6 △ 8.2

う ち 単 独 1,597,239 8.1 7.7 1,214,748 6.1 △ 23.9

1,219 0.0 △ 96.6 661 0.0 △ 45.8

0 0.0 － 0 0.0 － 

19,704,645 100.0 △ 2.1 19,950,677 100.0 1.2

（注意）表の構成比は表示単位未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

※地方財政状況調査（決算統計）より抜粋

合 計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金
・ 貸 付 金

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利 子

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

投 資 的 経 費

う ち 職 員 給

失 業 対 策 事 業 費

平成26年度
区 分

平成25年度

う ち 人 件 費

繰 出 金

前 年 度 繰 上
充 用 金



（単位：千円、％）

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率

2,790,255 13.4 2.0 2,713,272 13.3 △ 2.8 2,692,520 12.4 △ 0.8

1,731,637 8.3 3.8 1,719,854 8.4 △ 0.7 1,711,110 7.8 △ 0.5

4,800,374 23.1 11.5 5,519,316 27.0 15.0 5,845,548 26.8 5.9

1,922,454 9.2 0.6 1,922,109 9.4 0.0 2,125,222 9.7 10.6

1,922,442 9.2 0.6 1,922,088 9.4 0.0 2,125,195 9.7 10.6

12 0.0 △ 68.4 21 0.0 75.0 27 0.0 28.6

9,513,083 45.7 6.3 10,154,697 49.7 6.7 10,663,290 48.9 5.0

2,761,241 13.3 2.4 2,821,536 13.8 2.2 2,952,556 13.5 4.6

159,050 0.8 △ 3.9 155,026 0.7 △ 2.5 148,836 0.7 △ 4.0

2,358,632 11.3 △ 2.8 2,883,109 14.1 22.2 2,896,459 13.3 0.5

663,793 3.2 255.6 240,550 1.2 △ 63.8 485,174 2.2 101.7

170,513 0.8 △ 38.2 109,395 0.5 △ 35.8 177,327 0.8 62.1

2,747,626 13.2 8.1 2,069,635 10.1 △ 24.7 2,011,611 9.2 △ 2.8

0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 － 

2,426,209 11.7 △ 10.3 2,017,288 9.9 △ 16.9 2,481,957 11.4 23.0

50,500 0.2 △ 3.5 41,666 0.2 △ 17.5 53,732 0.2 29.0

2,426,193 11.7 △ 10.3 2,017,282 9.9 △ 16.9 2,481,950 11.4 23.0

1,188,025 5.7 △ 2.2 1,057,342 5.2 △ 11.0 1,113,968 5.1 5.4

16 0.0 △ 97.6 6 0.0 △ 62.5 7 0.0 16.7

0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 － 

20,800,147 100.0 4.3 20,451,236 100.0 △ 1.7 21,817,210 100.0 6.7

平成29年度平成27年度 平成28年度



⑦一般会計からの繰出金等の状況

（単位：千円）

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

278,345 － 395,051 － 718,573 － 534,733 － 426,276 －

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

163,997 － 177,916 － 186,472 － 193,136 － 205,006 －

介護保険事業特別会計 577,940 － 619,526 － 650,107 － 664,235 － 681,323 －

公 共 下 水 道 事 業
特 別 会 計 ※ 1

768,621 － 722,941 － 544,254 － － － － －

特 別 会 計 へ の
繰 出 金 等 小 計

1,788,903 0 1,915,434 0 2,099,406 0 1,392,104 0 1,312,605 0

公共下水道事業会計
（ 公 営 企 業 会 計 ） ※ 2

－ － － － － － 640,159 － 707,597 －

宗 像 地 区 事 務 組 合
（ 水 道 事 業 ）

15,780 262,108 23,857 236,443 14,742 131,295 18,431 70,900 20,750 139,100

福岡地区水道企業団 811 5,458 758 4,458 688 4,218 619 3,495 551 3,227

水 道 企 業 団 等 へ の
繰 出 金 等 小 計

16,591 267,566 24,615 240,901 15,430 135,513 659,209 74,395 728,898 142,327

宗 像 地 区 事 務 組 合 593,365 － 652,364 － 668,071 － 700,300 － 712,402 －

玄 界 環 境 組 合 995,167 － 995,947 － 994,958 － 926,069 － 776,792 －

北 筑 昇 華 苑 組 合 1,993 － 2,010 － 2,039 － 2,012 － 2,006 －

古 賀 高 等 学 校 組 合 11,392 － 22,801 － 20,479 － 20,987 － 20,708 －

福 岡 県 後 期 高 齢 者
医 療 事 業 広 域 連 合

578,330 － 616,597 － 645,103 － 668,252 － 692,904 －

一部事務組合等への
繰 出 金 等 小 計

2,180,247 0 2,289,719 0 2,330,650 0 2,317,620 0 2,204,812 0

合 計 3,985,741 267,566 4,229,768 240,901 4,445,486 135,513 4,368,933 74,395 4,246,315 142,327

区　　　　　分

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

繰出金等 出資金 繰出金等 出資金

平成２９年度

繰出金等 出資金繰出金等 出資金 繰出金等 出資金



⑧普通会計人件費の内訳

単位：千円

平成28年度 平成29年度 増　　　減

112,424 107,475 △ 4,949

169,919 176,932 7,013

34,311 24,379 △ 9,932

1,719,854 1,711,110 △ 8,744

1,151,684 1,132,882 △ 18,802

1,035,685 1,015,016 △ 20,669

26,576 28,047 1,471

89,423 89,819 396

564,235 570,376 6,141

15,449 18,167 2,718

10,542 10,898 356

0 0 0

259 303 44

64,340 65,809 1,469

0 0 0

0 0 0

2,228 1,895 △ 333

25,335 25,874 539

446,082 447,430 1,348

3,935 7,852 3,917

392,563 393,056 493

253,519 241,606 △ 11,913

3,971 2,068 △ 1,903

4,449 4,335 △ 114

22,262 31,559 9,297

2,713,272 2,692,520 △ 20,752

（参　　考）

18,710 18,470 △ 240

41,666 53,732 12,066

41,666 53,732 12,066

16,685 25,266 8,581

24,981 28,466 3,485

0 0 0

0 0 0

0 0 0

※　地方財政状況調査表　第15表より抜粋

職員互助会補助金

その他

人件費合計

職員に係る児童手当

事業費支弁に係る職員人件費

普通建設事業

補助事業

単独事業

災害復旧事業

補助事業

単独事業

管理職手当

期末勤勉手当

臨時職員給与

地方公務員共済組合負担金

退職手当組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

単身赴任手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

宿日直手当

管理職員特別勤務手当

休日勤務手当

基本給

給料

扶養手当

地域手当

その他の手当

住居手当

通勤手当

議員報酬手当

委員等報酬

市町村長等特別職の給与

職員給



A

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

4人

議 会 議 員

一 般 職 員

H26.3.2012人

414,000円

合 計 87,450,500円280人

1人

311,714円

376,000円

346,217円

－

312,323円

275,200円 275,200円

397,000円H26.3.20

H26.3.20

議会委員長議員

市 長

副 市 長

教 育 長

区 分

議 会 副 議 長

1,128,000円

2,077,300円

－ 議 会 議 長

850,000円

区 分
職員数

A

臨 時 職 員

うち技能労務職

教 育 公 務 員

消 防 職 員

6人

－

Ⅱ-４
29 年 度 交 付 税
種 地 区 分

H26.3.20

H17.1.24

1人

1人

2人

1人

地域指定の状況

線引都市計画
非線引都市計画(用途地域
有)
準都市計画
農工（対象）
農業振興
雇用開発
国定公園

事務の共同処理の状況2.2

1人

6.3

701,000円

641,000円

464,000円

H17.1.24

－

10,431,592千円

定数 改定年月日
一人当たり平均
給与(報酬)月額

0.561

平成29年度

62,149人

402249

ふくつし

福津市

人 口 集 中
地 区 人 口

地 方 債 現 在 高 20,122,327千円

合併、境界変更等の状況
就

業

人

口

産 業 構 造

将 来 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率

第３次他第１次

区分

818人 4,918人

3.5% 19.5%

844人

基 準 財 政 需 要 額

市町村類型 Ⅱ-３

ふりがな

市町村名

単 年 度 収 支

平成28年度

21,342,443千円

20,451,236千円

891,207千円

△ 150,185千円

19,673人

3.2% 19.4% 77.4%

77.0%

4,733人

10,661,047千円

5,918,715千円

12,970,894千円

区 分

661,027千円

21,817,210千円

561,634千円

標 準 財 政 規 模

財政力指数(3年平均)

実 質 公 債 費 比 率

18,342千円

人 口

住民
基本
台帳
人口

国勢
調査
人口

平成27年

平成22年

増減率

H30.3.31

S29.4.1　福間町、上西郷村、神興村の一部の合併
　　　　　　により福間町
S30.3.1　津屋崎町、勝浦村の合併により津屋崎町

Ｈ17.1.24　福間町、津屋崎町の合併により福津市

歳 出 総 額

歳 入 総 額

17,133千円

179,388千円

711,819千円

202,912千円

99,393千円

基 準 財 政 収 入 額

繰 上 償 還 金

63,545人

⑨普通会計決算カード

18,660人

実 質 収 支 ( Ｃ - Ｄ )

翌年度へ繰越すべき財源

歳 入 歳 出 差 引 額 ( Ａ - Ｂ )

H29.3.31

58,781人

55,431人

6.0%

52.76K㎡ 1,114人/K㎡ 43,205人 第２次

27年
国調

22年
国調

区 分

平 成 ２ ９ 年 度

決 算 状 況
地方財政状況調査より抜粋

面 積 人 口 密 度

平成29年度

22,478,237千円

都道府県名 福岡県

市町村コード

上水道　　　競艇
し尿処理　　福岡都市圏
火葬場
ごみ処理
高等学校
消防救急
急患センター

連 結 実 質 赤 字 比 率 －

388,000円

積 立 金 現 在 高

給料月額総額
B

一人当たり平均

支給額　B/A

85,098,000円

H17.1.24

6,442,271千円

一 般 職 員 等

積 立 金 取 崩 額

実質単年度収支(Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ)

債 務 負 担 行 為 額

273人

3人

△ 131,843千円 220,045千円

特 別 職 等

積 立 金
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ふ る さ と づ く り 基 金 1,158 624 18,511 20,532 20,532 17,792 17,792

00 3 132

文 化 振 興 基 金 0 0 200,000 200,000 0 0 200,000

7 0.0 7

2,125,222 9.7 2,056,301

1,822,015

0.0

商 工 費

消 防 費

2,541,726 1,677,937

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

民 生 費

決　算　額
　　（千円）

構成比
（％）

8,954,534 41.0 3,883,211

土 木 費

合計
　　(％)

97.0

99.9

滞納繰越分
　　(％)

29.8

12,390,199

市 税

個人税

法人税

2,772,536

決　　算　　額
　　　　　（千円）

44.4

構成比
（％）

2,696,203 43.2

100.022,478,237

32,088

134,308 2.2

2.8

収

納

率

2.9

6.3

△ 3.4

前年度決算額
　　　　　（千円）

2,662,066

311,478

195,858195,858 0.9

11.7

2,618,965

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

99.1

現年課税分
　　(％)

区　　　　分

合 計

市 町 村 た ば こ 税

合 計 6,239,839 100.0

342,023 5.5

市民税
個人税

法人税

99.1

100.5

98.8

98.3

失 業 対 策 事 業 費

合　　　　　計

株式等譲渡所得割交付金

普通建設事業費

38.2

81,665

う ち 普 通 交 付 税

地 方 交 付 税

合　　　　　計

1,781,328 7.9

0

12,773 0.1 12,773 0.1

100.0

区　　　　　分

市民税

固 定 資 産 税

4.7 32,088

超過課税収入
済額（千円）

単 独 事 業

軽 自 動 車 税

749,728 3.3

294,769

う ち 特 別 交 付 税 407,302

うち臨時財政対策債

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金 3,951,284 17.6

地 方 債

－

21,817,210 100.0 99.013,940,026

0

48.7

13.5 2,438,563 2,117,595 16.1 17.1

48.9 6,096,350 6,038,617

1,531,228 11.6

0 0.0

18,901 0.1

物 件 費

46.0

27 0.027

10,663,290

2,952,556

0.0

小 計

一 時 借 入 金

維 持 補 修 費151,660 0.7 139,573

0.00.0

11.4 348,090

－

2,827

0.3

繰 出 金

0 0.0

0.2

0 0.0 0.0

12.42,011,611 9.2 1,656,592

0

0.2 53,732

2,481,950

－

148,836 0.7287 0.0

191,040

2,823,024 2,443,931 18.6

2.2

1.0

0.8 191,040 1.5 積 立 金

50.8

485,174

－

70,097 0.3 70,097 0.6

2,481,957 11.4

補 助 費 等

11,746

0.1 30,433

0.0 11,746 投 資 及 び 出 資 ・ 貸 付 金

938,791 4.2 938,791 7.6 投 資 的 経 費

81,665 0.7 補 助 事 業

2,458

0.8

348,097

272,4715,141,224

5.6 74,448

0.0 2,458 0.0

30,433

う ち 人 件 費 53,732

32,245

177,327

32,245 0.1

1,214,821

7

－

－ －

うち震災復興特別交付税

19.7

435,000

－

－

22.9 4,733,922 38.2

災 害 復 旧 事 業 費 7

前年度繰上充用金

－

－

0.4

－ －そ の 他

2,896,459 13.3

－

0.0

1,113,968 5.1

－

153,161 0.7

－

－

1,171

1.8

21.1 4,733,922

0.0

0.0 0

－

0.3

67,316

都 道 府 県 支 出 金 1,532,395 6.8

自動車取得税交付金

4,733,922

地 方 特 例 交 付 金

配 当 割 交 付 金

0.000.9

地 方 譲 与 税

891,207 4.0

手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

小 計 8,700,758 38.8

繰 越 金

6,285,029

諸 収 入

583,608 2.6繰 入 金

地 方 税 6,239,839 27.8 6,239,839 50.4

197,177

－

9.7 2,023,371 15.4

扶 助 費 5,845,548

2,056,301

11.9

－分担金及び負担金

使 用 料

344,360 1.5 0 0.0

206,690 0.9 35,702

16.3

1,711,110 7.8

18.7 19.8

133,873

12.4 2,476,008 2,451,345

26.8 1,564,041 1,563,901

2,125,195 9.7 2,056,274 2,023,344

2,125,222

－－－－

27

－

16.3

12.6

1.1

0.0

区　　　　　分
構成比
（％）

2,692,520人 件 費

（％）

歳 入 性 質 別 歳 出

う ち 職 員 給

元 利 償 還 金

決　算　額
　　（千円）

経常一般
財源

Ａ　（千円）

Ａの
構成比
（％）

区　　　　　分 臨財債
除く

構成比
　（％）

一般財源等

　（千円）

経常一般
財源

　　（千円）

経常
収支
比率

決　算　額
　　（千円）

公 債 費

15.40.3 9,201 0.1

2,712,851 12.4 2,013,674

1,726,603

0.0

215,655

8.4 1,341,457

676,941

1.0 163,484

3.1 665,839

一般財源等

　　（千円）

211,362

2,078,649 9.5

498,045

22.2

37.2

95.2

95.6

126,307

353,892

6,072,708

増減率
（％）

目 的 別 歳 出

2.3

00

12,265,244 93.3

区 分

議 会 費

総 務 費

4.1

△ 5.4

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

22.2

124

教育施設建設準備基金

減 債 基 金

財 政 調 整 基 金

ま ち づ く り 基 金

太陽光発電設備管理基金

区 分
平成25年
度末残高

平成26年
度末残高

1,121,053 1,121,613

1,799

取崩額 積立額

平成29年度中増減額

1,123,412 1,247,765 121,700

0

438,905 1,564,970

3,651,798 2,891,177 2,977,279 2,624,970 440,150 8,212 2,193,032

18,342 5,879,642

723,862 675,668 626,431 575,327 575,900

5,439,001 5,610,028 5,844,167 5,861,300 0

1,226

平成29年
度末残高

平成28年
度末残高

100.0 13,940,026

0

0

21,817,210

0

合 計

0.0 0

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

100.0

96.5

基　金　残　高　推　移　表　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成27年
度末残高

25.5

100.0



１．収支状況 (単位：千円、％)

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率
1,375,820 1.7 1,332,357 △ 3.2 1,265,836 △ 5.0 1,242,689 △ 1.8 1,202,423 △ 3.2

990 6.8 938 △ 5.3 351 △ 62.6 193 △ 45.0 100 △ 48.2
1,487,605 3.7 1,681,665 13.0 1,722,047 2.4 1,577,580 △ 8.4 1,462,718 △ 7.3

401,647 △ 13.8 322,674 △ 19.7 202,349 △ 37.3 171,002 △ 15.5 103,962 △ 39.2
1,924,071 12.2 1,890,486 △ 1.7 1,923,204 1.7 2,168,956 12.8 2,422,078 11.7

477,105 50.4 401,061 △ 15.9 379,651 △ 5.3 369,839 △ 2.6 430,886 16.5
785,330 9.2 819,288 4.3 1,704,307 108.0 1,651,854 △ 3.1 1,568,644 △ 5.0

14 △ 56.3 9 △ 35.7 9 0.0 9 0.0 54 500.0
278,345 △ 50.0 395,051 41.9 718,573 81.9 534,733 △ 25.6 426,276 △ 20.3
130,720 1,275.9 123,040 △ 5.9 95,360 △ 22.5 7,014 △ 92.6 33,776 381.6
16,432 △ 5.7 14,049 △ 14.5 20,331 44.7 10,337 △ 49.2 11,062 7.0

6,878,079 4.4 6,980,618 1.5 8,032,018 15.1 7,734,206 △ 3.7 7,661,979 △ 0.9
69,589 1.8 73,839 6.1 68,552 △ 7.2 76,862 12.1 91,528 19.1

4,645,226 4.5 4,809,694 3.5 4,987,784 3.7 4,762,054 △ 4.5 4,708,920 △ 1.1
819,654 7.9 829,960 1.3 835,731 0.7 804,939 △ 3.7 784,894 △ 2.5

868 6.0 663 △ 23.6 593 △ 10.6 597 0.7 2,831 374.2
31 △ 11.4 29 △ 6.5 29 0.0 23 △ 20.7 14 △ 39.1

336,717 9.0 336,587 0.0 302,892 △ 10.0 276,567 △ 8.7 270,673 △ 2.1
752,537 △ 0.1 764,872 1.6 1,680,275 119.7 1,712,580 1.9 1,673,887 △ 2.3
35,432 △ 7.6 39,971 12.8 43,412 8.6 43,944 1.2 44,764 1.9

14 △ 56.3 9 △ 35.7 9 0.0 9 0.0 54 500.0
43 △ 44.2 46 7.0 70 52.2 95 35.7 78 △ 17.9

94,928 13.7 29,588 △ 68.8 105,657 257.1 22,761 △ 78.5 47,026 106.6
6,755,039 4.6 6,885,258 1.9 8,025,004 16.6 7,700,431 △ 4.0 7,624,669 △ 1.0

123,040 △ 5.9 95,360 △ 22.5 7,014 △ 92.6 33,775 381.5 37,310 10.5
0 － 0 － 0 － 0 － 0 － 

123,040 △ 5.9 95,360 △ 22.5 7,014 △ 92.6 33,775 381.5 37,310 10.5
△ 7,680 △ 106.3 △ 27,680 △ 260.4 △ 88,346 △ 219.2 26,761 130.3 3,535 △ 86.8

２．事業概要（被保険者等）

構成割合

△ 0.7 26,608 31.6
一　般 14,034 98.6
退　職 193 1.4

計 14,227 100.0

３．保険税の状況 (単位：千円、％)

金額・率 増減率 金額・率 増減率 金額・率 増減率 金額・率 増減率 金額・率 増減率
一 般 297 5.7 311 4.7 329 5.8 323 △ 1.8 327 1.2
退 職 286 △ 9.5 302 5.6 335 10.9 367 9.6 439 19.6
一 ＋ 退 296 4.2 310 4.7 329 6.1 324 △ 1.5 328 1.2
老 人 － － － － － － － － － －
全 体 296 4.2 310 4.7 329 6.1 324 △ 1.5 328 1.2
一 般 101 △ 1.0 98 △ 3.0 96 △ 2.0 97 1.0 96 △ 1.0
退 職 128 0.0 125 △ 2.3 115 △ 8.0 118 2.6 113 △ 4.2
全 体 103 △ 1.0 99 △ 3.9 96 △ 3.0 96 0.0 96 0.0
介 護 17 6.3 16 △ 5.9 16 0.0 17 6.3 17 0.0
一 般 181 △ 2.2 173 △ 4.4 166 △ 4.0 165 △ 0.6 161 △ 2.4
退 職 188 △ 3.6 177 △ 5.9 153 △ 13.6 146 △ 4.6 133 △ 8.9
全 体 182 △ 2.2 173 △ 4.9 165 △ 4.6 165 0.0 164 △ 0.6
一 般 95.5 0.4 96.2 0.7 96.1 △ 0.1 96.1 0.0 96.3 0.2
退 職 99.0 0.9 98.9 △ 0.1 98.7 △ 0.2 99.4 0.7 98.7 △ 0.7

計 95.9 0.4 96.4 0.6 96.2 △ 0.2 96.2 0.0 96.4 0.2
一 般 24.5 39.1 27.8 13.6 29.2 5.0 25.9 △ 11.3 26.2 1.2
退 職 31.1 38.2 36.5 17.4 36.5 0.0 22.8 △ 37.5 11.4 △ 50.0

計 24.8 39.1 28.1 13.5 29.4 4.6 25.9 △ 11.9 25.7 △ 0.8
一 般 83.8 6.1 85.9 2.5 86.9 1.2 87.4 0.6 88.0 0.7
退 職 93.5 1.9 93.9 0.4 93.4 △ 0.5 91.2 △ 2.4 84.8 △ 7.0

計 84.6 5.6 86.4 2.1 87.2 0.9 87.5 0.3 88.0 0.6

医　　療　　費
（一人当り）

保険税調定額
（一人当り）

保険税調定額
（一世帯当り）

保険税収納率
（現年分）

保険税収納率
（滞納繰越分）

保険税収納率
（合　　　　計）

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

国保世帯数　（世帯） 8,455 8,400

被保険者数　（人）　 14,205 13,996 △ 1.5 63,545 22.0

平成29
年度末

①

増減率 市全体

②

加入
割合
①/②

（参考）　年間平均

被保険者数

歳 入 歳 出 差 引 額
翌 年 度 繰 越 財 源
実 質 収 支 額
単 年 度 収 支 額

区　　　　　分
平成28
年度末

共 同 事 業 拠 出 金
保 健 事 業 費
積 立 金
公 債 費
諸 支 出 金
歳 出 計

総 務 費
保 険 給 付 費
後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老 人 保 健 拠 出 金
介 護 納 付 金

繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
歳 入 計

国 民 健 康 保 険 税
使用料及び手数料
国 庫 支 出 金
療養給付費交付金
前期高齢者交付金
県 支 出 金

⑩国民健康保険事業特別会計決算カード

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

共 同 事 業 交 付 金
財 産 収 入



４．収納状況 (単位：千円、％)

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

５．保険給付費の状況 (単位：千円)

６．基金残高 (単位：千円)

収納率
⑤=(②-③)/①

現
年
度
分

1,367,988 1,312,093 818 56,713 0 95.9

1,315,739 1,268,961

区分
調定額
①

収納額
②

還付未済額
③

未納額
④=①-(②-③)

不納欠損額

1,204,116 1,160,375 599 44,340 0 96.3

1,244,002 1,197,353 939 47,588 0 96.2

951 47,729 0 96.4

1,254,595 1,208,011 803 47,387 0 96.2

24.8

225,429 63,396 21 162,054 10,962 28.1
滞
納
繰
越
分

257,378 63,727 6 193,657 20,147

196,757 57,825 30 138,962

計

1,625,366 1,375,820 824 250,370 20,147

1,451,352 1,265,836 833 186,349

162,467 42,048 83 120,502 5,961 25.8

8,766 29.4

175,269 45,336 28 129,961 9,359 25.9

1,366,583 1,202,423 682 164,842 5,961 87.9

8,766 87.2

1,419,271 1,242,689 967 177,549 9,359 87.5

84.6

1,541,168 1,332,357 972 209,783 10,962 86.4

4,809,694

平成27年度 4,360,399 598,875 26,030 2,480 0 4,987,784

平成26年度 4,222,892 554,603 28,799 3,400 0

合計

平成25年度 4,076,552 539,058 26,055 3,560 0 4,645,225

年　　　度 療養諸費 高額療養費 出産育児一時金 葬祭費 移送費

平成29年
度末残高

備　　　考
取崩額 積立額

国 保 高 額 療 養
資 金 貸 付 基 金

4,500 4,500 4,500 4,500 0

区　　　　分
平成25年
度末残高

平成26年
度末残高

平成27年
度末残高

平成28年
度末残高

平成29年度中増減額

4,762,054

平成29年度 4,113,876 565,147 26,817 3,080 0 4,708,920

平成28年度 4,151,973 583,404 23,085 3,560 32

17,710

0 4,500

国 保 特 別
準 備 基 金

17,630 17,639 17,647 17,656 0 54



１．収支状況 (単位：千円、％)

２．収納状況 (単位：千円、％)

３．事業概要 （単位；人、％）

※人口の数値は行政区域内人口を使用。

7.2 694,440 0.0 722,047 4.0

⑪後期高齢者医療事業特別会計決算カード

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

金額 増減率 金額 増減率増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額

繰 越 金 25,895 23.8 4,820 △ 81.4 4,462 △ 7.4

751,566 4.1

使 用 料 及 び 手 数 料 105 1.9 104 △ 1.0 20 △ 80.8 12 △ 40.0 2 △ 83.3

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 648,363 2.0 694,769

0 － 0 － 

繰 入 金 163,997 1.9 177,916 8.5 186,472

寄 附 金 0 － 0 － 0 － 

8,995 101.6 7,150 △ 20.5

4.8 193,137 3.6 205,006 6.1

歳 入 計 838,603 2.5 878,315 4.7

諸 収 入 243 37.3 706 190.5

885,787 0.9 925,268 4.5 964,621 4.3

△ 44.3 1,077 174.0 897 △ 16.7393

広 域 連 合 納 付 金 810,090 5.2 851,007 5.1

総 務 費 22,549 3.2 22,220 △ 1.5

853,605 0.3 894,432 4.8 905,337 1.2

0.6 23,031 3.0 26,920 16.922,354

繰 出 金 0 － 0 － 

諸 支 出 金 1,144 694.4 626 △ 45.3

0 － － － 

33.1 655 △ 21.4 1,060 61.8833

歳 入 歳 出 差 引 額 4,820 △ 81.4 4,462 △ 7.4

歳 出 計 833,783 5.3 873,853 4.8

8,995 101.6 7,150 △ 20.5 31,304 337.8

0.3 918,118 4.7 933,317 1.7876,792

1366.2 △ 1,845 △ 140.7 24,154 1,409.2

区　　　　　分
調定額

①
収納額

②
還付未済額

③
未納額

④=①-(②-③)

単 年 度 収 支 額 △ 21,075 △ 522.9 △ 358 98.3 4,533

不納欠損額 収納率
⑤=(②-③)/①

現
年
度
分

平成25年度 648,187 645,339 388 3,236 0 99.5

99.5

平成27年度 694,886 692,066 279 3,099 0 99.6

平成26年度 694,518 692,027 640 3,131 0

99.6

平成29年度 753,100 749,566 231 3,765 0 99.5

平成28年度 720,616 718,360 313 2,569 0

897 37.3

平成26年度 7,412 2,742 0 4,670 1,852 37.0

平成25年度 8,097 3,024 0 5,073

3,575 478 39.9

平成28年度 6,189 3,686 0 2,503 355 59.6

平成27年度 5,949 2,374 0

701,930 694,769 640 7,801 1,852 98.9

42.2

計

平成25年度 656,284 648,363 388 8,309 897 98.7

平成26年度

平成29年度 4,717 2,000 8 2,725 394

滞
納
繰
越
分

99.0

平成28年度 726,805 722,046 313 5,072 355 99.3

平成27年度 700,835 694,440 279 6,674 478

99.1

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人数 増減率 人数

平成29年度 757,817 751,566 239 6,490 394

増減率増減率 人数 増減率 人数 増減率 人数

後期高齢者
医療対象者

75 歳 以 上 ① 7,282 2.3 7,485 2.8 7,791 4.1 8,107

計 ③ = ① + ② 7,583 2.3 7,789 2.7 8,097 4.0 8,411

4.1 8,410 3.7

65歳以上75歳未満② 301 2.4 304 1.0 306 0.7 304 △ 0.7 293 △ 3.6

加 入 割 合 （ ％ ） ③ ／ ④ 13.0 0.8 13.1 0.8 13.3

人 口 （ 人 ） ④ 58,277 1.7 59,293 1.7 60,684 2.2

3.9 8,703 3.5

1.5 13.5 1.5 13.7 1.5

2.3 62,149 2.4 63,545



 



１．収支状況 (単位：千円、％)

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

840,735 4.5 874,628 4.0 1,052,668 20.4 1,085,033 3.1 1,109,761 2.3

180 △ 1.1 196 8.9 90 △ 54.1 34 △ 62.2 12 △ 64.7

824,512 4.7 869,490 5.5 921,086 5.9 980,050 6.4 990,444 1.1

1,072,780 3.0 1,126,586 5.0 1,155,487 2.6 1,192,724 3.2 1,190,634 △ 0.2

560,133 △ 0.5 580,971 3.7 619,883 6.7 650,704 5.0 640,048 △ 1.6

68 △ 70.6 49 △ 27.9 51 4.1 48 △ 5.9 758 1,479.2

577,940 △ 1.7 627,633 8.6 650,107 3.6 664,236 2.2 681,323 2.6

35,615 △ 25.8 26,813 △ 24.7 5,549 △ 79.3 72,778 1,211.6 147,365 102.5

3,796 △ 22.1 7,015 84.8 4,889 △ 30.3 39,745 712.9 34,056 △ 14.3

3,915,759 2.0 4,113,381 5.0 4,409,810 7.2 4,685,352 6.2 4,794,401 2.3

107,638 △ 0.1 126,419 17.4 122,420 △ 3.2 140,377 14.7 147,797 5.3

3,672,104 3.3 3,894,118 6.0 4,050,801 4.0 4,124,966 1.8 4,185,052 1.5

－ － － － － 

73,504 △ 2.1 72,860 △ 0.9 90,076 23.6 161,846 79.7 171,743 6.1

19,453 △ 65.3 49 △ 99.7 67,759 138,183.7 80,598 18.9 117,140 45.3

17 △ 46.9 17 0.0 26 52.9 26 0.0 16 △ 38.5

16,230 82.3 14,369 △ 11.5 5,950 △ 58.6 30,174 407.1 76,369 153.1

3,888,946 2.3 4,107,832 5.6 4,337,032 5.6 4,537,987 4.6 4,698,117 3.5

26,813 △ 24.7 5,549 △ 79.3 72,778 1,211.6 147,365 102.5 96,284 △ 34.7

0 － 0 － 0 － 0 － 0 － 

26,813 △ 24.7 5,549 △ 79.3 72,778 1,211.6 147,365 102.5 96,284 △ 34.7

２．第１号被保険者保険料収納状況
　①現年度分 (単位：人、千円、％)

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率

特徴 14,151 4.7 14,814 4.7 15,326 3.5 15,956 4.1 16,406 2.8

普徴 1,495 6.0 1,508 0.9 1,483 △ 1.7 1,440 △ 2.9 1,336 △ 7.2

計 15,646 4.8 16,322 4.3 16,809 3.0 17,396 3.5 17,742 2.0

特徴 754,173 4.7 787,258 4.4 950,452 20.7 990,594 4.2 1,017,708 2.7

普徴 88,764 1.5 88,947 0.2 102,282 15.0 94,032 △ 8.1 91,899 △ 2.3

計 842,937 4.4 876,205 3.9 1,052,734 20.1 1,084,626 3.0 1,109,607 2.3

特徴 754,719 4.7 788,065 4.4 951,274 20.7 991,287 4.2 1,018,318 2.7

普徴 82,635 2.3 82,553 △ 0.1 96,268 16.6 89,328 △ 7.2 87,754 △ 1.8

計 837,354 4.4 870,618 4.0 1,047,542 20.3 1,080,615 3.2 1,106,072 2.4

特徴 546 △ 37.5 807 47.8 823 2.0 693 △ 15.8 611 △ 11.8

普徴 62 △ 44.1 37 -40.3 216 483.8 61 △ 71.8 114 86.9

計 608 △ 38.3 844 38.8 1,039 23.1 754 △ 27.4 725 △ 3.8

特徴 0 － 0 － 1 皆増 0 皆減 1 皆増 

普徴 6,191 △ 8.4 6,431 3.9 6,230 △ 3.1 4,765 △ 23.5 4,259 △ 10.6

計 6,191 △ 8.4 6,431 3.9 6,231 △ 3.1 4,765 △ 23.5 4,260 △ 10.6

特徴 100 － 100 － 100 － 100 － 100 －

普徴 93 － 92.8 － 93.9 － 94.9 － 95.4 －

計 99.3 － 99.3 － 99.4 － 99.6 － 99.6 －

　②滞納繰越分 (単位：件、千円、％)

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率

300 4.2 221 △ 26.3 280 26.7 280 0.0 241 △ 13.9

13,104 △ 3.1 13,356 1.9 12,789 △ 4.2 11,828 △ 7.5 10,670 △ 9.8

3,381 10.8 4,010 18.6 5,126 27.8 4,417 △ 13.8 3,689 △ 16.5

46 142.1 6 △ 87.0 46 666.7 9 △ 80.4 6 △ 33.3

9,769 △ 6.9 9,352 △ 4.3 7,709 △ 17.6 7,420 △ 3.7 6,987 △ 5.8

2,385 △ 40.9 1,852 △ 22.3 1,938 4.6 1,468 △ 24.3 1,916 30.5

25.5 13.8 30 17.6 39.7 32.3 37.3 △ 6.0 34.5 △ 7.5

３．基金残高 (単位：千円)

取崩額 積立額

1,606 1,607 1,607 1,607 1,607

102,550 94,492 162,251 242,849 117,140 359,989

⑫介護保険事業特別会計決算カード

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 計

総 務 費

保 険 給 付 費

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 繰 越 財 源

実 質 収 支 額

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度

財政安定化基金拠出金

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

歳 出 計

還 付 未 済 額 ③

収 入 未 済 額
④ = ① - ② + ③

収 納 率
( ② - ③ ） / ①

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度

納 付 義 務 者

調 定 金 額 ①

収 入 額 ②

還 付 未 済 額 ③

収入未済額④=①-②+③

不 納 欠 損 額

収 納 率 ( ② - ③ ） / ①

区　　　　　分
平成25年
度末残高

平成27年度 平成28年度 平成29年度

納 付 義 務 者

調 定 金 額 ①

収 入 額 ②

介 護 給 付 費 準 備 基 金

平成26年
度末残高

平成27年
度末残高

平成28年
度末残高

平成29年度中 29年度
末残高

介護保険高額ｻｰﾋﾞｽ費等貸付基金



４．事業概要
　①第１号被保険者世帯数・被保険者数（各年度末時点） (単位：世帯、人、％)

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率

10,903 4.0 11,311 3.7 11,619 2.7 11,839 1.9 12,043 1.7

8,329 6.0 8,756 5.1 9,003 2.8 9,053 0.6 9,135 0.9

7,367 1.9 7,570 2.8 7,865 3.9 8,186 4.1 8,492 3.7

15,696 4.1 16,326 4.0 16,868 3.3 17,239 2.2 17,627 2.3

23 21.1 20 △ 13.0 20 0.0 18 △ 10.0 20 11.1

61 15.1 62 1.6 67 8.1 73 9.0 85 16.4

　②要介護（要支援）認定者数

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率
要支援１ 23 △ 11.5 33 43.5 37 12.1 32 △ 13.5 19 △ 40.6
要支援２ 40 48.1 47 17.5 42 △ 10.6 35 △ 16.7 42 20.0
要介護１ 53 15.2 63 18.9 44 △ 30.2 23 △ 47.7 37 60.9
要介護２ 51 △ 3.8 60 17.6 58 △ 3.3 56 △ 3.4 52 △ 7.1
要介護３ 26 36.8 32 23.1 32 0.0 38 18.8 41 7.9
要介護４ 26 8.3 32 23.1 32 0.0 39 21.9 26 △ 33.3
要介護５ 12 △ 50.0 22 83.3 25 13.6 22 △ 12.0 19 △ 13.6

計 231 5.5 289 25.1 270 △ 6.6 245 △ 9.3 236 △ 3.7
要支援１ 191 12.4 208 8.9 230 10.6 165 △ 28.3 188 13.9
要支援２ 348 10.8 346 △ 0.6 316 △ 8.7 321 1.6 333 3.7
要介護１ 373 △ 0.8 406 8.8 454 11.8 390 △ 14.1 458 17.4
要介護２ 468 10.6 478 2.1 458 △ 4.2 467 2.0 431 △ 7.7
要介護３ 244 △ 0.4 263 7.8 287 9.1 295 2.8 335 13.6
要介護４ 241 △ 0.8 260 7.9 298 14.6 306 2.7 305 △ 0.3
要介護５ 210 △ 1.9 211 0.5 209 △ 0.9 218 4.3 219 0.5

計 2,075 4.5 2,172 4.7 2,252 3.7 2,162 △ 4.0 2,269 4.9
要支援１ 2 100.0 5 150.0 3 △ 40.0 2 △ 33.3 4 100.0
要支援２ 7 △ 12.5 4 △ 42.9 7 75.0 9 28.6 8 △ 11.1
要介護１ 9 △ 25.0 9 0.0 7 △ 22.2 4 △ 42.9 6 50.0
要介護２ 16 △ 11.1 16 0.0 16 0.0 15 △ 6.3 13 △ 13.3
要介護３ 2 0.0 2 0.0 4 100.0 6 50.0 6 0.0
要介護４ 6 △ 14.3 5 △ 16.7 4 △ 20.0 1 △ 75.0 1 0.0
要介護５ 4 300.0 4 0.0 5 25.0 2 △ 60.0 皆減 

計 46 △ 6.1 45 △ 2.2 46 2.2 39 △ 15.2 38 △ 2.6

　③居宅介護（介護予防）サービス受給者数

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率
要支援１ 1,669 16.4 1,592 △ 4.6 1,882 18.2 1,171 △ 37.8 1,206 3.0
要支援２ 3,418 16.3 3,577 4.7 3,359 △ 6.1 2,338 △ 30.4 2,566 9.8
要介護１ 4,011 3.2 4,063 1.3 4,578 12.7 4,686 2.4 4,770 1.8
要介護２ 4,924 13.1 5,229 6.2 5,105 △ 2.4 5,688 11.4 5,580 △ 1.9
要介護３ 2,072 △ 3.9 2,188 5.6 2,430 11.1 2,900 19.3 3,341 15.2
要介護４ 1,252 △ 9.7 1,651 31.9 1,815 9.9 2,177 19.9 1,994 △ 8.4
要介護５ 732 △ 10.7 869 18.7 931 7.1 1,089 17.0 1,059 △ 2.8

計 18,078 6.5 19,169 6.0 20,100 4.9 20,049 △ 0.3 20,516 2.3
要支援１ 15 25.0 27 80.0 30 11.1 12 △ 60.0 21 75.0
要支援２ 76 △ 7.3 37 △ 51.3 43 16.2 68 58.1 71 4.4
要介護１ 71 △ 18.4 58 △ 18.3 87 50.0 40 △ 54.0 62 55.0
要介護２ 225 30.1 175 △ 22.2 161 △ 8.0 197 22.4 167 △ 15.2
要介護３ 24 △ 58.6 36 50.0 23 △ 36.1 36 56.5 58 61.1
要介護４ 66 144.4 56 △ 15.2 47 △ 16.1 19 △ 59.6 15 △ 21.1
要介護５ 15 △ 16.7 12 △ 20.0 17 41.7 13 △ 23.5 0 皆減 

計 492 7.7 401 △ 18.5 408 1.7 385 △ 5.6 394 2.3
要支援１ 1,684 16.5 1,619 △ 3.9 1,912 18.1 1,183 △ 38.1 1,227 3.7
要支援２ 3,494 15.7 3,614 3.4 3,402 △ 5.9 2,406 △ 29.3 2,637 9.6
要介護１ 4,082 2.7 4,121 1.0 4,665 13.2 4,726 1.3 4,832 2.2
要介護２ 5,149 13.7 5,404 5.0 5,266 △ 2.6 5,885 11.8 5,747 △ 2.3
要介護３ 2,096 △ 5.3 2,224 6.1 2,453 10.3 2,936 19.7 3,399 15.8
要介護４ 1,318 △ 6.7 1,707 29.5 1,862 9.1 2,196 17.9 2,009 △ 8.5
要介護５ 747 △ 10.9 881 17.9 948 7.6 1,102 16.2 1,059 △ 3.9

計 18,570 6.5 19,570 5.4 20,508 4.8 20,434 △ 0.4 20,910 2.3
　④施設介護サービス受給者数

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率
福祉施設 1,314 16.3 1,331 1.3 1,372 3.1 1,588 15.7 1,803 13.5
介護施設 1,524 6.4 1,399 △ 8.2 1,468 4.9 1,476 0.5 1,309 △ 11.3
医療施設 1,938 4.1 1,748 △ 9.8 1,835 5.0 1,850 0.8 1,776 △ 4.0

計 4,776 7.9 4,478 △ 6.2 4,675 4.4 4,914 5.1 4,888 △ 0.5
福祉施設 0 － 0 － 0 － 0 － 0 － 
介護施設 0 皆減 0 － 0 － 4 皆増 2 △ 50.0
医療施設 21 0.0 25 19.0 11 △ 56.0 12 9.1 2 △ 83.3

計 21 △ 19.2 25 19.0 11 △ 56.0 16 45.5 4 △ 75.0
福祉施設 1,314 16.3 1,331 1.3 1,372 3.1 1,588 15.7 1,803 13.5
介護施設 1,524 6.0 1,399 △ 8.2 1,468 4.9 1,480 0.8 1,311 △ 11.4
医療施設 1,959 4.0 1,773 △ 9.5 1,846 4.1 1,862 0.9 1,778 △ 4.5

計 4,797 7.8 4,503 △ 6.1 4,686 4.1 4,930 5.2 4,892 △ 0.8

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

( 再 掲 ） 住 所 地 特 例

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成29年度

第 １ 号 被 保 険 者 の い る 世 帯

65 歳 以 上 75 歳 未 満

75 歳 以 上

第 １ 号 被 保 険 者 計

（ 再 掲 ） 外 国 人

平成29年度

第１号被保険者数
（65歳以上75歳未満）

第１号被保険者数
（75歳以上）

第２号被保険者数

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度

第１号被保険者数

第２号被保険者数

計

第１号被保険者数

第２号被保険者数

計

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度



１．収支状況 （単位；千円、％）

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

11,809 △ 2.5 5,038 △ 57.3 4,855 △ 3.6 4,227 △ 12.9 3,573 △ 15.5

641 △ 91.6 541 △ 15.6 469 △ 13.3 395 △ 15.8 322 △ 18.5

1,145 △ 9.2 1,067 △ 6.8 1,000 △ 6.3 182 △ 81.8 623 242.3

0 － 0 － 0 － 0 － 0 － 

4,143 △ 36.3 4,946 19.4 6,045 22.2 6,879 13.8 7,014 2.0

0 皆減 0 － 0 － 0 － 0 － 

17,738 △ 36.9 11,592 △ 34.6 12,369 6.7 11,683 △ 5.5 11,532 △ 1.3

6,345 △ 61.5 1,251 △ 80.3 1,194 △ 4.6 372 △ 68.8 817 119.6

6,447 △ 13.8 4,296 △ 33.4 4,296 0.0 4,296 0.0 3,523 △ 18.0

12,792 △ 46.6 5,547 △ 56.6 5,490 △ 1.0 4,668 △ 15.0 4,340 △ 7.0

4,946 19.4 6,045 22.2 6,879 13.8 7,015 2.0 7,192 2.5

0 － 0 － 0 － 0 － 0 － 

4,946 19.4 6,045 22.2 6,879 13.8 7,015 2.0 7,192 2.5

２．貸付金収納状況 （単位：千円）

３．未納状況

４．基金・市債残高 （単位：千円）

200,239

地 方 債 21,220 17,685 14,006 10,176 3,203 6,973

平成29年度中増減額
平成29年度

末残高取崩額
または償還額

積立額
または借入額

基 金 197,366 198,433 199,433 199,615

区 分
平成25年度

末残高
平成26年度

末残高
平成27年度

末残高
平成28年度

末残高

624

21,531 5,696 0

未 納 者 数 人 14 0 14

15,062

未 納 件 数 件 17 0 17

15,835

区　　　　　　　　　　分
平成28年度
末現在数①

平成29年度
中異動数②

平成29年度
末現在数

③＝①－②

計 24,787 3,256

不納欠損額
⑤

未納額
③－④－⑤うち納期

未到来分④

貸付金額

現 年 分 8,498 2,029 6,469 5,696 773

滞 納 分 16,289 1,227 15,062

実 質 収 支 額

区　　　　　　　　　　分
平成28年度
末残高　①

平成29年度
収入額　②

平成29年度
末残高

③＝①－②

翌年度繰越財源

回 収 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 計

総 務 費

公 債 費

歳 出 計

歳入歳出差引額

⑬住宅新築資金等貸付事業特別会計決算カード

区 分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度



１．収支状況 (単位：千円、税込、％)

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

- - - - - - 882,000 - 905,888 2.7

- - - - - - 1,025,884 - 1,111,932 8.4

- - - - - - 54 - 3 △ 94.4

- - - - - - 1,907,938 - 2,017,823 5.8

- - - - - - 1,558,216 - 1,569,331 0.7

- - - - - - 280,267 - 285,745 2.0

- - - - - - 4,469 - 20 △ 99.6

- - - - - - 1,842,952 - 1,855,096 0.7

- - - - - - 484,200 - 288,000 △ 40.5

- - - - - - 116,270 - 86,284 △ 25.8

- - - - - - 314,720 - 162,825 △ 48.3

- - - - - - 915,190 - 537,109 △ 41.3

- - - - - - 875,754 - 475,008 △ 45.8

- - - - - - 513,323 - 545,318 6.2

- - - - - - 1,389,077 - 1,020,326 △ 26.5

２．事業概要

数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率 数値 増減率

人 58,277 1.6 59,293 1.7 60,684 2.3 62,149 2.4 63,545 2.2

人 49,911 28.3 54,627 9.4 58,828 7.7 61,012 3.7 62,736 2.8

人 37,847 31.5 40,879 8.0 44,548 9.0 47,329 6.2 49,441 4.5

％ 85.6 － 92.1 － 96.9 － 98.2 － 98.7 －

％ 75.8 － 74.8 － 75.7 － 77.6 － 78.8 －

戸 13,287 12.9 17,455 31.4 19,055 9.2 19,609 2.9 20,571 4.9

千㎥ 3,433 21.9 4,492 30.8 5,148 14.6 5,515 7.1 5,455 △ 1.1

千㎥ 2,834 16.2 3,633 28.2 3,971 9.3 4,266 7.4 4,514 5.8

Ｋｍ 304 16.5 326 7.2 344 5.5 350 1.7 363 3.7

３．市債残高 (単位：百万円)

償還額 借入額

15,555.5 15,966.3 16,413.9 16,384.8 545.3 288.0 16,127.5

平成27
年度末
残高

平成28
年度末
残高

平成29年度中
増減額 29年度

末残高

下 水 道 事 業 債

平成26
年度末
残高

処 理 水 量

有 収 水 量

下 水 管 布 設 延 長

区　　　　　分
平成25
年度末
残高

年 度 末 処 理 戸 数

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度

行政区域内人口①

処理区域内人口②

水 洗 化 人 口 ③

普 及 率 ② ／ ①

水 洗 化 率 ③ ／ ②

平成28年度 平成29年度

資
本
的
収
支

企 業 債

負 担 金

補 助 金

歳 入 計

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

歳 出 計

収
益
的
収
支

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

歳 入 計

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

歳 出 計

⑭公共下水道事業特別会計決算カード

区　　　　　分
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度



２．その他

【歳入】平成２９年度地方消費税交付金のうち社会保障財源交付分として交付を
　　　　受けた額 ４３８，７４７千円

【歳出】平成２９年度地方消費税交付金のうち社会保障財源交付分が充てられた
　　　　社会保障施策に要した経費 ９，１０３，８３７千円

単位：千円

国庫支出金 県支出金 その他
引上げ分の
地方消費税収 その他

143,935 143,910 3 22

1,340,418 609,221 347,885 13,552 43,084 326,676

22,577 2,761 2,309 17,507

3,223,582 1,409,609 559,484 298,801 111,356 844,332

1,107,659 825,303 54,554 9,580 25,427 192,795

5,838,171 2,988,043 961,923 324,694 182,179 1,381,332

426,276 54,073 171,611 23,373 177,219

681,323 4,385 2,192 78,620 596,126

205,006 122,758 9,583 72,665

692,904 80,737 612,167

4,212 4,212

2,009,721 62,670 296,561 192,313 1,458,177

195,830 22,818 173,012

83,062 3,837 2,524 1,538 8,758 66,405

24,115 2,810 21,305

62,010 127 2,212 6,953 52,718

365,017 3,964 4,736 1,538 41,339 313,440

8,212,909 3,054,677 1,263,220 326,232 415,831 3,152,949

事業費

財源内訳

福岡県後期高齢者医療
広域連合負担金

医療体制整備事業

社
会
保
険

国民健康保険事業
特別会計繰出金

国民年金事務費

小計

障害者福祉施策事業

小計

社
会
福
祉

介護保険事業特別会計
繰出金
後期高齢者医療事業
特別会計繰出金

　各事業への充当額は各事業の一般財源額により按分して算出しています。

１）引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
　　その他社会保障施策に要する経費

保
健
衛
生

疾病予防対策施策事業

健康増進施策事業

小計

生活保護扶助費

　平成２６年４月１日から消費税の税率が５％から８％に引き上げられ地方消費税について
も１％から１．７％に引き上げられました。この引き上げ分については、全てを社会保障施
策に要する経費に使うこととされています。当市において平成２９年度に交付を受けたもの
については、下記の事業に充当しました。

高齢者福祉施策事業

社会福祉施策事業

母子保健施策事業

児童・教育福祉施策事業

合計

特定財源 一般財源



 



平成２９年度補助金決算一覧表
（単位：円）

款 項 目 事業名称 補助金名称 H29決算額 H28決算額

2 1 1 福利厚生事務・事業 職員福利厚生費補助金 4,510,113 4,626,175

2 1 1 行政相談事業 行政相談委員活動補助金 72,000 72,000

2 1 6 バス運行補助事業 ＪＲバス運行補助金 2,113,000 1,728,000

2 1 6 バス運行補助事業 西鉄バス運行補助金 1,574,000 1,962,000

2 1 6 住みよいまちづくり推進企画活動補助事業 住みよいまちづくり推進企画活動補助金 1,080,001 247,438

2 1 6 コミュニティ助成事業 コミュニティ助成事業補助金 0 1,800,000 ○

2 1 12 郷づくり交付金事業 コミュニティ助成事業補助金 2,500,000 0 ○

2 1 14 ふくつ自然塾整備事業 福津暮らしの旅事業補助金 5,016,000 4,395,000

2 1 14 福津空き店舗等活用事業 空店舗等活用事業補助金 1,107,000 2,878,000

3 1 1 民生・児童委員協議会活動助成事業 民生委員・児童委員協議会補助金 1,138,000 1,052,000

3 1 1 社会福祉協議会活動助成事業 福津市社会福祉協議会補助金 45,712,000 40,039,000

3 1 3 人権擁護委員会補助事業 人権擁護委員会補助金 168,000 168,000

3 1 3 保護司会補助事業 保護司会補助金 400,000 400,000

3 1 3 下排水施設等改善整備事業 同和地区排水施設等整備事業補助金 986,000 1,208,000

3 1 3 人権対策補助事業 人権対策補助金 7,800,000 7,755,040

3 1 3 人権教育・啓発推進協議会補助事業 人権教育・啓発推進協議会補助金 64,000 64,000

3 1 5 シルバー人材センター活動支援事業 福津市シルバー人材センター補助金 12,726,000 12,726,000

3 1 5 地域医療介護総合確保基金補助事業 地域密着型施設等整備事業補助金 0 10,290,000

3 1 5 地域介護・福祉空間施設整備事業 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 0 1,575,000

3 1 5 高齢者住宅改造費補助金交付事業 高齢者住宅改造費補助金 0 441,000

3 1 5 はり灸治療費補助事業 はり灸治療費補助金 1,280,000 1,282,500

3 1 5 老人クラブ（連合会・単位クラブ）活動支援事業 老人クラブ連合会活動促進事業補助金 3,179,401 3,242,116

3 1 6 心身障害者扶養共済制度掛金補助事業 障害者扶養共済掛金補助金 613,800 613,800

3 1 6 福祉タクシー料金助成事業 福祉タクシー料金補助金 6,907,360 7,177,120

3 2 2 病児保育事業 病児病後児保育事業補助金 18,980,000 17,422,000

3 2 3 障害児保育補助事業 特別保育事業補助金 6,048,000 2,376,000

3 2 3 一時預かり事業 特別保育事業補助金 4,437,020 4,624,000

3 2 3 延長保育補助事業 特別保育事業補助金 8,544,940 8,606,000

3 2 3 届出保育施設補助事業 届出保育施設補助事業補助金 135,172 138,995

3 2 3 保育士宿舎借り上げ支援事業 保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 1,085,300 0

3 2 3 認可保育所定数確保事業 保育所施設整備補助金 242,433,750 0

3 2 3 認可保育所定数確保事業 認定こども園整備等事業補助金 0 136,082,000

3 2 3 保育所等における業務効率化推進事業 保育所等における業務効率化推進事業補助金 0 2,926,820

3 2 4 学童保育所管理運営事業 学童保育所運営費補助金 3,673,000 3,673,000

4 1 1 火葬料補助事業 火葬料金補助金 13,357,000 13,314,000

4 1 1 休日歯科急患診療事業 休日歯科急患診療事業補助金 899,000 606,000

4 1 1 献血推進協議会運営事業 献血推進協議会補助金 272,000 272,000

4 1 6 住宅用新エネルギー設備等設置補助事業 住宅用新エネルギー設備等設置補助金 0 2,941,300

4 2 1 家庭用生ごみ処理機購入補助事業 家庭用生ゴミ処理機購入費補助金 218,300 378,400

4 2 3 し尿処理料金補助事業 し尿処理料金補助金 3,255,988 3,964,039

4 2 4 古紙等回収補助事業 古紙等回収補助金 3,122,160 3,370,198

6 1 3 農業後継者育成事業補助事業 農業後継者育成事業補助金 320,000 320,000

6 1 3 農政振興補助事業 農政振興補助金 2,424,304 2,744,053

6 1 3 福津市認定農業者協議会補助事業 福津市認定農業者協議会補助金 800,000 800,000

6 1 3 根こぶ病防除対策協議会補助事業 根こぶ病対策補助金 850,000 920,000

6 1 3 清滝水利関係補助事業 清滝水利関係補助金 100,000 100,000

6 1 3 青年就農給付金事業 青年就農給付金 3,000,000 4,500,000

6 1 3 活力ある高収益型園芸産地育成事業 活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金 16,012,000 22,583,000

6 1 3 水田農業担い手機械導入支援事業 水田農業担い手機械導入支援事業補助金 0 1,500,000

6 1 3 力強い水田農業確立事業 力強い水田農業確立事業補助金 1,021,300 1,784,300

6 1 4 浜田地区ほ場整備事業 浜田地区経営高度化支援事業費補助金 150,000 150,000

6 2 1 有害鳥獣駆除事業 有害鳥獣駆除補助金 439,000 439,000

6 2 2 森林組合補助事業 本木生産森林組合補助金 1,100,000 1,100,000

6 3 1 水産振興補助事業 水産振興補助金 5,658,000 4,965,000

6 3 1 漁業近代化資金利子補給費補助事業 漁業近代化資金利子補給費補助金 93,152 114,099

6 3 1 環境・生態系保全活動支援事業 環境・生態系保全活動支援補助金 191,250 191,250

※表右端の○は、事業名称変更によるもので、事業内容の変更はありません。



（単位：円）

款 項 目 事業名称 補助金名称 H29決算額 H28決算額

6 3 1 漁業用燃油高騰対策補助事業 漁業用燃油高騰対策事業補助金 0 552,202

7 1 2 商工会補助事業 商工振興補助金 16,333,993 15,944,000

7 1 2 中小企業事業資金保証料補助事業 中小企業事業資金保証料補助金 456,590 39,000

7 1 2 買物支援モデル事業 買物支援宅配サービスモデル事業補助金 2,907,959 3,000,000

7 1 3 山笠保存会補助事業 山笠振興費補助金 2,500,000 2,500,000

7 1 3 ビーチサッカーフェスティバル支援事業 ビーチサッカー大会実行委員会補助金 1,200,000 1,200,000

7 1 3 観光協会補助事業 観光協会補助金 11,250,000 10,142,000

7 1 3 観光産業活性化推進事業 観光産業活性化推進協議会補助金 16,200,000 7,212,800

8 2 3 交通安全対策事業 交通遺児を支える会補助金 60,000 60,000

8 4 1 住宅耐震改修工事補助事業 住宅耐震改修工事費補助金 600,000 600,000

9 1 2 自主防災用機械器具設備購入補助事業 自主防災用機械器具、設備購入補助金 549,414 268,277

10 1 2 人権・同和教育研究協議会運営事務 人権・同和教育研究協議会補助金 349,589 272,880

10 1 2 小規模校特別認可事業 小規模校転入認可対象児童通学補助金 188,810 200,490

10 2 2 小学校視聴覚鑑賞支援事業 視聴覚鑑賞補助金 1,964,802 1,838,528

10 3 2 中学校進路指導対策支援事業 進路指導対策費補助金 432,000 432,000

10 3 2 中学校生徒指導対策支援事業 生徒指導対策費補助金 180,000 180,000

10 3 2 中学校大会等出場助成事業 体育大会等出場補助金 2,645,990 2,616,630

10 3 2 中学校部活動助成事業 中学校部活動補助金 810,000 810,000

10 3 2 中学校視聴覚鑑賞支援事業 視聴覚鑑賞補助金 351,360 680,000

10 5 1 私立幼稚園就園奨励事業 私立幼稚園就園奨励費補助金 113,396,500 122,910,600

10 5 1 私立幼稚園助成事業 私立幼稚園施設等整備補助金 3,382,600 3,312,000

10 5 1 幼稚園一時預かり事業 一時預かり事業（幼稚園型）補助金 3,685,238 5,566,700

10 6 1 青少年の非行防止事業 青少年指導員会補助金 1,603,000 1,603,000

10 6 1 少年の翼活動支援事業 少年の翼補助金 195,330 201,372

10 6 1 子ども会育成会連合会活動支援事業 子ども会育成会連合会補助金 1,810,000 1,900,000

10 6 1 青少年育成市民の会活動支援事業 青少年育成市民の会補助金 1,880,000 1,880,000

10 6 1 成人式実行委員会活動支援事業 成人式実行委員会補助金 948,028 910,654

10 6 1 福津市地域婦人会活動支援事業 婦人会育成費補助金 270,000 270,000

10 6 1 宗像・福津・信州松本青少年交流事業 宗像・福津・信州松本青少年交流事業補助金 171,226 519,278

10 6 1 アンビシャス広場推進事業 アンビシャス広場づくり実行委員会補助金 0 1,300,000

10 6 1 通学合宿実行委員会活動支援事業 通学合宿実行委員会補助金 100,000 100,000

10 6 2 公民館類似施設新築等補助事業 公民館類似施設新築等補助金 2,065,000 57,765,000

10 6 4 文化財補助金事業 文化財保存整備費補助金 228,000 260,000

10 6 4 福津市文化協会活動支援事業 文化協会補助金 2,700,000 2,700,000

10 7 1 福津市体育協会活動支援事業 体育協会補助金 3,990,000 3,990,000

10 7 1 国・県等各種大会出場支援事業 国、県、各種大会選手出場補助金 714,000 884,000


